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カザフスタン日本人材開発センタープロジェクト（フェーズ 2） 

終了時評価調査  

第 1 次調査結果報告書 

 

１．調査概要 

（1）目 的 

（2）団 員 

（3）日 程 

（4）調査方法 

 

２．調査結果「カザフスタン日本人材開発センタープロジェクト 10 年の成果 取りまとめ」 

（1）成果 1．中央アジア随一の発展を遂げたカザフスタン経済のなかで、取り残されがちであ

った中小企業の活性化に貢献 

（2）成果 2．カザフスタンの豊富な資源を背景に、急速に進展しつつある日・カ両国の関係を

担うカザフスタンの親日層形成に貢献 

（3）成果 3．日本の協力の「プラットフォーム」としての機能を果たしてきた 
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１．調査概要 

（1）目 的 

カザフスタン共和国（以下「カザフスタン」と記す）は 1991 年の独立以降、市場経済に向け

た経済改革の諸政策が推進され、急進的な改革路線による混乱のなか、実体経済は一時大幅に後

退したものの、その後緩やかな回復に転じた。しかし、サブプライムローンに端を発した経済危

機により、民間企業の活動は影響を受けた。これまで市場経済体制への移行の流れのなかで経済

や経営といった実体経済を支える民間の人材や、制度面からこれを支える行政官の育成等、実務

者の不足が深刻であり、カザフスタン政府は長期計画「カザフスタン 2030」を策定し、市場経済

をベースとした経済成長の達成、発展の基礎となる人材の開発などに重点的に取り組んでいる。  

こうした状況下、わが国はカザフスタンの要請を受け、市場経済化を推進するための効率的な

人材育成ニーズに対応するプロジェクトを立ち上げるべく、1997 年度にプロジェクト形成調査、

事前調査を実施した。2000 年 10 月には、実施協議が行われ、国立経営アカデミー（現カザフ経

済大学）を実施機関として、技術協力プロジェクト「カザフスタン日本人材開発センタープロジ

ェクト」の実施が合意された。 

2001 年 7 月、カザフスタン日本人材開発センター（以下、「KJC」）は、ビジネス人材育成事業、

日本語教育事業及び相互理解促進事業を柱として運営が開始された。2004 年 6 月には、KJC がカ

ザフ経済大学の付属機関として正式に登録され、①収入を得ること、②KJC が契約主体者となる

ことが認められた。これにより、KJC の一応の基盤が確立されたことになり、プロジェクト終了

にあたり、カザフ経済大学より、JICA による支援継続の要請が行われ、「カザフスタン日本人材

開発センタープロジェクト」の第 2 フェーズ（プロジェクト期間：2005 年 10 月から 2010 年 9 月

までを予定）の実施が合意された。第 1 フェーズで整備してきた KJC の組織基盤を土台に、その

成果をより発展させ、インパクトを拡大するため、「カザフスタンにおける市場経済化に対応する

人材育成」及び「カザフスタン・日本の相互理解促進」を行う拠点としての KJC の機能強化を目

的として、アルマティ市（主に KJC が設置されているカザフ経済大学）及びアスタナ市を中心に

事業が行われている。 

今般の終了時評価第 1 次現地調査は、フェーズ 1 及びフェーズ 2 と計 10 年間にわたる活動実

績、実施プロセスを振り返り、KJC が高度人材育成機関として、ビジネス分野をはじめとする人

材育成及び企業振興、相互理解交流等の分野でどのような成果をあげてきたかを取りまとめるも

のである。 

 

（2）団 員 

評価企画 野村 留美子 国際協力機構公共政策部 ガバナンスグループ  

日本センター課 

評価分析 松下 智子 株式会社アンジェロセック 人間環境開発部 

 

（3）日 程 

2010 年 1 月 7 日～1 月 20 日 
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（4）調査方法 

1）キーインフォーマント・インタビュー 

以下のプロジェクト関係者などとインタビューを行った。 

a）日本センター事業の受益者 

i） ビジネスコース受講生 

ii） 日本語コース受講生 

iii）相互理解活動参加経験者 

 

b）先方関係者 

i）活動全般 

① カウンターパート（大学） 

② 経済予算計画省 

③ ナショナルスタッフ 

ii）ビジネスコース関連 

 

c）現地日本関係者 

i） プロジェクト専門家 

ii） 大使館 

iii）現地日本企業 

 

2）既存資料のレビュー、インタビューの実施 

プロジェクトにより作成された既存の情報・データを収集したほか、インタビューをプロ

ジェクトの協力を得て実施した。 

 

3）直接観察 

KJC 施設を見学、相互理解事業の一部授業を参観した。 
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２．調査結果「カザフスタン日本人材開発センタープロジェクト 10 年の成果 取りまとめ」 

成果 1．中央アジア随一の発展を遂げたカザフスタン経済のなかで、取り残されがちであった中

小企業の活性化に貢献 

1. 過去 10 年間でカザフスタン経済は著しい成長を遂げてきており、GNI（国民総所得）は 1995

年の 1,280 米ドルから 2007 年 5,020 米ドルに増加した。 

2. カザフスタンの国家開発計画「カザフスタン 2030」「カザフスタン産業振興プログラム

2003-2015」において中小企業振興、産業多角化は優先順位が高い。 

3. KJC は社会人が経営関連科目を学べる一般向けの数尐ない機会を提供し、これまでの総受

講生は 2,500 名に及ぶ。 

4. フェーズ 1 よりマスタークラスを導入し、受講者が大幅に拡大。特にコンサルティングサ

ービスに従事する受講生を通じた企業活性化の波及効果が期待できる。 

5. フェーズ 2 では、ビジネスコースの地方展開を実施。アスタナの行政官向け研修、コスタ

ナイにおけるビジネス研修、海外のビジネス研修を受ける機会の尐ない地方の中小企業に

対し機会を提供した。 

6. 近年発生した経済危機への対応として、KJC は、経済危機を乗り切るための企業戦略、対

応策を取り扱った研修を実施している。 

 

中央アジア最大の原油の生産・輸出国であるカザフスタンは、1991 年の独立以降の経済混乱の

なか、経済自由化に取り組み、インフレ抑制・生産拡大などに努めた。1998 年にはマイナス成長

に転じたものの、実質的な通貨切り下げを行った 1999 年以降はプラスに転じ、原油価格の高騰を

追い風に高成長を遂げ、2000 年以降の数年間は 10%前後、2007 年も 9%前後、しかしながら 2008

年度は 3％強と後退し、2009 年度は世界的な経済危機も影響して、-2％台に下落すると予測され

ている。 

同国経済の牽引役となっている産業は石油、天然

ガス、ウラン、稀尐金属等の天然資源であり、特に

輸出の大半を占める石油・天然ガスの生産量は周辺

の国々を大きく上回り、潤沢な外貨準備高に支えら

れ、マクロ経済指標も安定してきた。 

【2000 年～2008 年の GNI 推移】 

（単位：米ドル） 
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その後、消費も拡大し、外国からの投資活動と市場参入が進んだ

ものの、他方でエネルギー資源への過度な依存により、中小企業を

核とする製造業が未発達である、等の課題を抱えている。同時に市

場経済体制への移行の流れのなかで経済や経営といった実体経済を

支える民間の人材や、制度面からこれを支える行政官の育成等、実

務者の不足が目立っており、安定した成長を持続するには、いまだ

至っていない。 

危機以前は、原油価格の高騰から、潤沢に流入していた対外借り

入れを原資として、建設・不動産セクターを中心に業績を拡大した。

しかし、サブプライム問題の顕在化により、欧州金融機関からの資

金調達が困難となり、多額の債務返済に直面するに至っている。経

済危機は建設及び不動産分野への打撃がより深刻とな

っており、当該分野は小規模な企業が占める割合が多

いため、2009 年のカザフスタン全体の GDP に占める

小規模企業の割合は 17％へと減尐している〔危機以前

は 32%。欧州復興開発銀行（EBRD）による〕。こうし

たことから、中小企業振興はカザフスタンが金融危機

を脱するうえでの鍵とも言える。 

中小企業の振興を推進するため、同国政府は 1997

年、長期開発計画｢カザフスタン 2030｣を策定し、2030

年を目標年に、市場経済をベースとしたアジアの中進国レベルまでの経済成長の達成と、そのた

めの人材の開発に重点的に取り組む開発戦略を掲げている。また、「カザフスタン 2030」をより

具体化させた「カザフスタン国産業革新発展工業開発戦略プログラム（2003～2015 年）」では、

天然資源依存からの脱却を目指し、中小企業振興、製造業を中心とした産業の多角化を重点課題

として掲げている。2005 年の大統領演説においても「中小企業発展のための基本的な新しい理念

を打ち立てなければならない」と謳っており、中小企業活動発展基金（DAMU）の拡充、銀行融

資・保険に対する政府保証などの支援策が打ち出されている。 

KJC は、政府の国家開発計画に対応させた国家的優先課題への取り組みとして、市場経済化に

対応する人材の育成をめざし、フェーズ 1 より一般の中小企業社員を主な対象としたビジネス人

材育成の中心的な存在として重要な役割を果たしてきた。戦略的経営、品質管理、5S〔整理・整

頓・清潔・清掃・習慣化（しつけ）〕の実施といったコースで会得した知識を活用しているという

具体的な事例も聞かれている。マスタークラスの導入で顧客層も拡大し、リピート顧客企業も複

数あり、フェーズ 1 のビジネスコース総受講生は 1,900 名を超えている（2005 年 5 月時点まで）。 

フェーズ 2 に入ってからは、①一般ビジネスコース企業経営標準コース、②一般ビジネスコー

ス企業経営特定コース、③一般ビジネスコース中小企業振興政策セミナー、④中小企業コンサル

ティング事業等から構成されており、これまでの修了生は延べ 2,500 名を超えている。 

 カザフスタンでは、他ドナーや他国企業主催によるビジネスコース実施機関が複数存在するが、

フェーズ 2 の時点で、中小企業を対象とした類似コースは行われておらず、例えば当地のトップ

ビジネススクールの 1 つである KIMEP（Kazakhstan Institute of Management, Economics and Strategic 

Research）は大規模石油系企業社員を対象としたコースであり、高額な授業料が設定されており、

【 主 要 セ ク タ ー の

GDP 構成比（2008 年数

値）】 

鉱業 18.6
不動産業 15.4
商業 12.5
製造業 11.4
運輸業 8.2
建設業 8.2
金融業 5.4
農林水産業 5.2
その他 15.1  

【経済に占める中小企業の割合】 

50%
48%

2%

小規模（50名未満）

中規模（51～249名）

大規模（250名以上）
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一般の中小企業社員をはじめとするビジネスマンに対して門戸が開かれているとはいえない。他

方、トップスクールを除いて、ビジネス教育を実施する学校は発展途上の段階にあり、依然ソ連

式の理論重視の教育が行われているか、教育の質が务っているといわれている。 

その点、KJC の講義は理論ではなく、経営現

場への適用ができるよう実用性が重視されてい

る。カザフスタンは、政治・文化などの背景に

おいて日本とは相違点が多く見受けられるため、

必ずしも日本人講師による講義内容のすべてを

実践に適用することは現実的でないものの、受

講生の多くが生産管理や戦略計画、人材管理等、

経営現場に適用できる内容であるとして高く評

価している。 

また、調査団が行ったインタビューにおいて、

コースで得た知識を具体的に現場で活用する実

例も複数聞かれるほか、顧客となっている企業

のなかで、幹部クラスの人材を繰り返しビジネ

スコースに送ってきている企業も複数あり、他

のビジネススクールに比して、講義内容の実用

性・質、低廉な授業料、講師の質から、カザフ

スタン国内である程度の評価を確立していると

判断できる。特に人材管理、生産管理等のコー

スで高い満足度を示している。 

また、フェーズ 2 より地方への事業展開が積

極的に行われ、首都アスタナの行政官に対する

ビジネス研修や、研修機会が限られた遠隔地に所在する企業にも研修の機会を提供しており、例

えばコスタナイで行われた「ビジネスプラン」の講義に対する受講生の満足度は 97％に達するな

ど高い評価を得ている。また、受講したことで企業の業績が向上したといった地方企業の活性化

の例が報告されている。 

顧客層の拡大が見られ、コンサルタント企業からの受講生も増加傾向にある。これらコンサル

タント企業は、実際の企業コンサルテーションにおいて、コースで学んだ日本的経営に係る知識

を生かしている事例も聞かれ、顧客企業に対する間接的な裨益効果も確認された。 

現在、こうした経済危機に対応し、KJC は各種研修〔経済危機対応セミナー（製造業向け、非

製造業向け〕、融資審査能力向上、ビジネスプラン作成、省エネ）を実施しており、1990 年代に

わが国が経験した金融危機に学び、金融危機を乗り切ろうとするカザフスタン企業から一定の評

判を得ている。 

 

 

 

 

 

【2001 年～2008 年の輸出入推移】 
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【主要輸出品目】 
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【成功事例①：雑誌社社長 Ms. Sofia MUSTAFAEVA、企業戦略コース、マーケティングコー

ス受講】 

 友人からの紹介で KJC を知った。現在 31 チャンネルという TV 局で TV 番組制作に従

事する傍ら、出版社を経営。TV 番組制作スタッフは 12 から 13 名、出版社は 4 名。 

 企業戦略（2007 年）に参加したあと、2007 年 12 月出版社を登記、2008 年 5 月に最初の

雑誌（Family Budget）を出版。 

 企業戦略コースではレオンチェバ講師が、インターコンチネンタル・アスタナの経営危

機について取り上げていた。実際にホテルの担当者から話を聞いたり、従業員のサービ

スを見学する機会があり、実務的な内容であった。 

 2008 年にはマーケティングを自己研鑽のため受講。山本講師はマーケティングの知識も

豊富で、教授法が面白く、特に顧客との関係構築について学んだ。出版社で雑誌を発刊

する前に、マーケティング専門家を雇用し、潜在的な読者層を調査し、雑誌の内容を検

討するうえで役に立てた。カザフスタンでは顧客優先という考え方がなく、「付き合い

は一度だけ」という考えである。 

 2009 年には 10 年以上の歴史をもつ雑誌が休刊になるなど、出版界の現状は厳しいが、

研修で身に付けたマーケティング調査の知識を生かし、読者のニーズを反映させた雑誌

作りを続けていきたい。 
 

【成功事例②：エンジニア兹コンサルタント Ms. Olga ALESKOVSKAYA、生産管理、人材管

理、生産管理受講】 

 会社あての受講案内を通じ、2006 年河口講師の人材マネジメント（HRM）、2009 年に鈴

木講師の生産管理を受講した。カザフスタン国内では認定証や修了証は重みがあるとと

らえられており、KJC の修了証を持っていると、受注に有利である。 

 2006 年の受講当時は建設会社の子会社に勤務していたが、その後現在の会社にうつり、

現在はエンジニア及びカウンセラーとしてコンサルタント会社に勤務している。現在の

会社で初めて HRM にかかわり、スタッフの研修管理計画の作成などを任されるように

なったほか、クライアントのデータベース作成等を行っている。特に金融機関に対して、

人事関連を担当する幹部に対するアドバイス業務をしているほか、社内の従業員モチベ

ーションシステムを開発し、効率的なマネジメントや顧客への対応の方法を教えている。 

 HRM 受講後、人材、顧客、お金などのすべてのリソースを有効に活用するよう実践して

いる。主な顧客はアリアンス銀行や ATF 銀行などの金融機関で、HRM アドバイザーや

社員研修にかかわっている。そのほかカイゼンを可能な限り導入している。 

 また、ミッグ〔両替所のネットワーク（国内最大）〕が「顧客一番」をモットーにしてい

ることから、ドアマンや警備員を含む全従業員が顧客への対応の質を改善するよう指導

し、結果、業績は向上したと聞いている。 
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成果 ．カザフスタンの豊富な資源を背景に、急速に進展しつつある日・カ両国の関係を担うカ

ザフスタンの親日層形成に貢献 

1. カザフスタンは日本にとって戦略的に重要な国であり、特にレアメタル等の資源外交にお

いて重要性を急速に増している。 

2. 近年、資源外交への関心を背景に日・カ経済関係も進展している（カザフスタンの石油埋

蔵量は世界の 3.2%を占め、ウラン及びクロム埋蔵量は世界第 1 位、要人往来は 19 回、2009

年、第 1 回日本カザフスタン経済官民合同協議会開催。また、2010 年 1 月から租税条約が

発効し、2010 年 3 月、原子力協定成立予定）。 

3. 主要各国もカザフスタンとの結びつきをより一層深めている（米国は出張駐在官事務所を

総領事館に格上げ。主要各国は文化センターを設置：ブリティッシュカウンシル、孔子学

院、韓国文化センター、ロシア文化センター設立構想など）。 

4. カザフスタン国内では若者を中心に日本に対する関心が急速に高まっている（受講生フェ

ーズ 1：1,300 名、フェーズ 2：3,000 名）。 

5. 一方、日本のプレゼンスは必ずしも高いとはいえず、「顔が見える日本の協力が限定的」で

あるなか、KJC は日本に関心をもつ一般市民がアクセスでき、社会人及び中高生が日本語

を学べる唯一の機関である。  

 

カザフスタンは世界で有数の資源国であり、石油埋蔵量は 398 億バレル（世界全体の 3.2%）、

天然ガス埋蔵量 1 兆 8,200 ㎥（同 1.0%）であり、レアメタルを含め、ウラン・クロムの埋蔵量は

世界第 2 位、亜鉛は世界第 5 位を占めている1。 

豊富な資源を巡り、カスピ海周辺では大規模な石油開発、探鉱が行われ、欧米石油メジャーや

日系企業が参画している。原油の輸送ルートとして、ロシア経由及び中国経由のパイプラインの

建設が進められており、コーカサス地域経由で欧州向けの輸出も開始されている。 

各国も同様に同国内でのプレゼンスの拡大に努めており、米国はアルマティに中央アジア随一

の総領事館を設置しているほか、英国、中国、韓国が広報・文化センターを有している。 

わが国も、2000 年以降、より頻繁に要人がカザフスタンを来訪しており、これまでの来訪件数

は 19 件となっている。このうち、2006 年には小泉元首相が首相としては初めて訪カし、「原子力

の平和的利用の協力促進に係る覚書」を締結しているほか、2007 年 4 月の甘利経済産業大臣の訪

カでは「原子力の平和的利用の分野における戦略的パートナーシップ強化に関する共同声明」に

基づき、日本企業とカズアトムプロムによるウエスト・ムインクドック・ウラン鉱山開発プロジ

ェクトにおけるウラン生産開始、ハラサン鉱山開発プロジェクトにおけるウラン生産開始、日本

企業によるウラン冶金工場の活用に関する基本合意が締結されている。なお、カザフスタンの要

人による訪日は 21 件で、ナザルバエフ大統領は 3 度の訪日を果たしており、石油、ウラン、レア

メタル等の資源の探鉱・開発に対する日本企業の一層の積極的参加を求めている。日本企業のカ

ザフスタン進出数は、2005 年の 5 社に対し2、2009 年までに 20 社（邦人商工会会員）に増加して

いる。またこれまで日本・カザフスタン経済合同会議も過去 9 回開催されたほか、2009 年には同

会議の発展形である第 1 回日本カザフスタン経済官民合同協議会が開催された。こうした日・カ

関係の急速な進展は、わが国にとっての同国の戦略的な重要性の証左であるといえる。 

                                                        
1 外務省ホームページ http://www.mofa.jo/MOFAJ/area/kazakhstan/data.html 
2 外務省国別データブック 

2
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これに対し、わが国は 2006 年までの援助実績として、円借款 887 億 8,800 万円、無償資金協力

58 億 9,900 万円（以上は交換公文ベース）、技術協力 101 億 7,000 万円（JICA 経費実績ベース）

となっている3。2008 年度の中央アジアコーカサス地域における JICA 事業規模〔技術協力の経費、

円借款（実行額）、無償資金協力〕としては、総額 285 億 4,000 万円のうち、同国への支援規模は

67 億 7,200 万円となっており、アルメニア（85 億 1,400 万円）に次いで 2 位となっている（3 位

はタジキスタンの 65 億 1,700 万円、4 位はウズベキスタンの 45 億 8,700 万円）。 

他方、アスタナ市には連絡所があるものの、近隣国のように首都に JICA 事務所がなく、した

がって、青年海外協力隊、シニア海外ボランティアの派遣は行われておらず、また、日本貿易振

興機構（JETRO）事務所もないため、KJC が所在するアルマティにおける日本政府のプレゼンス

は全体の機能として決して高いとはいえない。それゆえに、KJC がこれらを代替する役割を果た

してきたということができる。 

概して、カザフスタンにおける一般市民からの日本に対する関心の度合いは増加傾向にあり、

これら市民の期待に応えるため、日本語コース、相互理解事業を積極的に開催している。日本語

コース受講生は、フェーズ 1 では合計約 1,300 名であったが、フェーズ 2 では 3,000 名を超えた。

受講生は社会人・中高生が大半を占めており〔内訳は、アルマティでは大学生の割合が 57％、中

高生の割合が 21％、一般人（主に大学生や 20 代の社会人が大半）が 22％〕、同国内における数年

前からのアニメ・漫画ブームの影響で、主に富裕家庭の中・高校生等の日本文化・日本語に関心

をもつ若年層が増えていることの証左といえる。当地では日本語力が必ずしも日系企業等への就

職に結びつくとはいえないものの、こうした日本語熱の高まりに対応し、日本への留学希望者も

増加傾向にあるといわれている。 

また、相互理解事業への参加者はフェーズ 2 を通じて計 2 万 5,000 名に及んでいる。大規模イ

ベントのほか、毎週のように小規模イベントがコンスタントに行われるなど、さまざまな形態の

催し物が行われ、幅広い市民のニーズに応えることができているといえる。 

あわせて、フェーズ 2 からはアスタナにおける日本語コースも開始された。アスタナの日本語

コースは、日本に関心をもつカザフスタン北部の人々にとり、日本に関する情報を得られる唯一

の窓口となってきている。広い国土をもつカザフスタンは、北部に位置する首都アスタナと、南

部の拠点であるアルマティが地理的に大きく離れており、北部の人々にとってアルマティの KJC

にアクセスするのは容易ではない。 

                                                        
3 外務省国別データブック 
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成果 3．日本の協力の「プラットフォーム」としての機能を果たしてきた 

1. アルマティに JICA 事務所がないなか、事務所の補完的な機能を果たしてきている。 

2. 留学フェアを通じ、両国の大学、及びカザフスタンの留学基金とのハブとしての役割を果

たしている。 

3. 在カザフスタン日本大使館、日本企業、在留邦人をつなぐ拠点として機能している。 

 

 同国では JICA 事務所が設置されておらず、連絡所の所在地であるアスタナからも距離的に離

れた立地であることから KJC は JICA 事務所を部分的に補完する役割を担ってきた。これまで、

計 39 名が同国から本邦研修に参加してきており、これら研修生に対するオリエンテーションが

KJC により実施されてきた。 

また、KJC は JICA の開発調査「アルマティ市防災計画」に係るセミナー、市民向けの文化デ

ーに際してカスピ海の水質の開発調査のセミナーを行うなど、わが国支援において、名実ともに

中核的な存在となっている。 

 さらに、2006 年には独立行政法人

日本学生支援機構（JASSO）、2007

年には立命館アジア太平洋大学

（APU）との共催による留学フェア

が行われており、2009 年には日本か

ら 7 大学が留学フェアに出席してい

る。現在までに新アスタナ大学（2010

年秋に開校予定）と名古屋大学、明

治大学との交流促進に発展してきて

いる。 

また、アルマティ市内で過去 3 年

にわたり大使館と共催で日本文化デ

ーを実施し、中央アジア最大規模と

もいえる文化イベントを開催した。2009 年には 2,500 名のアルマティ市民を集客した。大使館、

KJC、日系企業、在留邦人の下、伝統文化のデモンストレーションから、日系企業の最新技術の

展示まで、さまざまな日本の魅力を伝える行事が行われ、極めて高い広報効果が得られたものと

思われる。こうした文化交流事業において、日本大使館、日系企業、在留邦人との連携をつなぐ

一助ともなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【中央アジアの日本センター所在地における日本関

連機関】 

 大使館 JICA 

 

JETRO 

 

国際交流

基金 

ｱﾙﾏﾃｨ 分館 

のみ 

‐ 

（ｱｽﾀﾅに

連絡所） 

‐ ‐ 

ﾀｼｹﾝﾄ ○ ○ ○ ‐ 

大使館に 

出向枠 

ﾋﾞｼｹｸ ○ ○ ‐ ‐ 
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主要面談者リスト（敬称略） 

 

KJC 日本人専門家            三苫英太郎（所長） 

阿部直美（ビジネスコース） 

          渡邊倫子（業務調整） 

          山口敏幸（日本語教育） 

 

カザフ経済大学          Prof. Abishev Ali Azhimovich（学長）  

       Prof. Alexey A. Shvydko（副学長）  

 

KJC スタッフ        Ms. Meruert Kerim（総務） 

         Ms. Cholpon Kanbalaeva（日本語コース運営） 

 

経済予算計画省       Ms. Bibigul MASERBAYEVA 

 

在カザフタン大使館     夏井重雄（特命全権大使） 

 

New polymer Systems, Ltd  ヌルラン サルセンバイ社長  
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カザフスタン日本人材開発センター  日本語教育事業  

 フェーズ 2終了時評価報告書  

 

 

2010 年 2 月作成 

       国際交流基金 日本語教育支援部 

          さくらネットワークチーム 

 

1.1. 調査期間 

 2010 年 1 月 18 日（月）～1 月 21 日（木） 

 

1.2. 調 査 者 

 小栗潔（国際交流基金日本語教育派遣専門家） 

 

1.3. 目 的 

カザフスタン日本人材開発センター（以下、「KJC」）プロジェクトは、国際協力機構（以

下、「JICA」）の技術協力プロジェクトの一環として開始され、2000 年 10 月から 2005 年 9

月までの 5 年間を第 1 フェーズ、2005 年 10 月より第 2 フェーズ（2005 年 10 月～2010

年 9 月）として、実施されている。 

2002 年 9 月の開所時より、KJC 日本語コースには、国際交流基金（以下、「基金」）がプ

ロジェクト協力機関として、日本語教育専門家を派遣している。 

第 2 フェーズ終了に際し、日本語教育事業のカザフスタンの日本語教育における位置づ

けと日本語コース運営に対する提言を行う。 

 

1.4. 方  法 

・既存データの活用 

 ・関係者からの聞き取り調査 

 

2.1. 受講者の視点から 

 ここでは、2006 年から 2009 年にかけて受講者を対象に実施されたアンケートの結果や

本プロジェクトフェーズ 2 中間評価時参考資料といった既存データを基に、受講者の視点

から見た KJC 日本語コースのあり方を考察する 

 

2.1.1. 日本語コースの質 

既存のデータから見て、日本語コースは質の面で受講者の期待に十分応えるものだとい

１．調査概要 

2．カザフスタン日本語教育における KJC 日本語コースの位置づけ 

４．カザフスタン日本人材開発センター日本語教育事業フェーズ 2終了時評価報告書
 

（国際交流基金）

 

96－　 －



 

 

 

 

える。具体的なデータは次のようになっている。 

2005、2006 年の受講者の満足度は 5 段階で 4 以上である。また、2007、2008 年は受講

者の 90％以上が満足しているとの結果が出ている。2009 年度のフェーズ 2 中間評価時に実

施したアンケートでも、アルマティの受講者の 94％（非常に満足 51％、満足 43％）、アス

タナの受講者の 91％（非常に満足 53％、満足 38％）と、満足度はそれぞれ 90％を超えて

いる。 

内容、教師、教材といったコースの構成要素にも目を向けてみよう。 

2009 年度のアンケート調査から、受講者がコース内容を自身の日本語学習目的に合致し

ていると考えていることが見て取れる。アルマティの受講者の 77％、アスタナの受講者の

84％がコース内容を自分の希望と合致していると答えている。 

教え方についても受講者は非常に肯定的な評価をしている。2009 年度のアンケートの結

果では、アルマティの受講者の 88％（とても分かりやすい 48％、分かりやすい 40％）、ア

スタナの受講者の 93％（同 51％、42％）が教師の教え方を分かりやすいと回答している。 

教材・資料に関しても受講者は高い評価を与えている。前述のアンケートでは、アルマ

ティの受講者の 82％（非常に適している 44％、おおむね適している 38％）、アスタナの受

講者の 86％（同 56％、30％）がコースで使用されている教材及び資料をコースに適してい

るととらえている。 

 一方、極めて少ないながら、否定的な評価も見られる。 

1 クラス当たりの学習者数について否定的にとらえている受講者の割合が、他の項目と比

較すると大きい。アルマティで 33％、アスタナで 29％の受講者が 1 クラス当たりの学習者

数を多いと考えている。これは 2009 年の数字であるが、2005 年から 2008 年のアンケート

中にも同様の趣旨のコメントが見られる。 

コース内容が学習者の希望に合致しているとはいえ、受講者が共通に感じている問題も

存在する。 

まず、日本人講師の授業に対するリクエストである。受講者はより多くの日本人講師の

授業を望んでいるようだ。 

次に、漢字学習についてである。これに関しては、漢字学習量が多いため負担が大きい

というものと、漢字学習量を更に増やすようにというものに分かれる。 

このように改善すべき点はいくつか見られるものの、アンケートの結果全般を見れば受

講者の KJC 日本語コースに対する評価が極めて高いことは明白である。 

 

2.1.2. 日本語コースの役割 

 アンケート結果から、KJC 日本語コースは「多様な目的をもつ人々に広く日本語学習の

場を提供する」役割を担ってきたと推測できよう。 

 2009 年度実施のアンケートの学習目的に関する回答を見ると、アルマティでは「日本人

と交流したい」（43％）を挙げた受講者が最も多く、次いで「良い仕事に就くため」（25％）、

「留学のため」（16％）、「日本の文化、芸術への興味」（12％）と続く。アスタナでは、「留

学のため」（36％）が最多で、次いで「良い仕事に就くため」（25％）、そして、「日本人と

交流したい」（22％）、「日本の文化、芸術への興味」（13％）となっている。これを見る限

り明確な特徴は見られず、KJC 受講者の学習目的が多様なことが分かる。 
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2.1.3. まとめ 

KJC では多様な学習目標をもった受講者が一緒に日本語を学んでいる。受講者それぞれ

のコースに対する満足度は非常に高い。受講者の視点から見た KJC 日本語コースは、独自

の目的をもった多様な学習者の要求を満たす質の高い学習機会を提供している場といえよ

う。 

 

2.2. 日本語教育関係者の視点から 

 ここでは 2009 年 2 月に日本語教育関係者（主に教師）を対象に実施されたアンケートの

結果と、今回の調査で実施した日本語関係者への聞き取り調査の結果を基に、KJC 日本語

コースのあり方を考察する。 

 アンケート、聞き取り調査の対象者の概略は以下のとおり。 

 アンケートは日本人 1 名を含む 12 名（アルマティ 8 名、アスタナ 4 名）を対象に実施さ

れた。 

 聞き取り調査は日本人 1 名を含む 16 名1に対して実施された。そのうち、4 名が KJC 常

勤教務スタッフ（うち講師兼任 3 名）、11 名が KJC と他機関を兼任、1 名が他機関講師で

ある。KJC 以外はすべて高等教育機関。 

 

2.2.1. 日本語コースの質 

 日本語教育関係者のコースの質に対する評価は高い。理由として以下のような点が挙げ

られている。 

・充実した設備並びに教材 

 KJC では最新の教材も揃えられており、教師は常に新しい教材に接し、必要に応じてそ

れらを教室で使える環境にある。カザフスタンの日本語教育は歴史も浅く、どの教育機関

も十分に教材が揃っていない。基金の教材助成プログラムの利用等で充実を図ってはきた

ものの、まだ十分には進んでいないとのこと。 

 授業で使用するハンドアウト等も、大学の場合は教師が自前で準備しなければならない

が、KJC では必要に応じてコピー機の使用が可能である。映像教材を使用する場合も、ほ

とんどの機関で、その都度 LL 教室の使用許可を取ることが義務づけられているようだが、

KJC の場合は各教室に視聴覚機材が備え付けられており、そのような煩雑な手続きは必要

ない。 

・整備が進んだコース 

 KJC では、各レベルのカリキュラム、シラバスの策定が行われている。それに沿って主

教材と進度も決定され、クラスで使用する副教材や実施するアクティビティの選定も進ん

でいる。これは、複数の講師がコースを担当する場合に生じる授業の質のばらつきの抑制

につながっている。大学ではこの点の配慮はほとんどなされていないとのことだ。主教材

は決められているものの、他はすべて授業担当者の裁量に任せられている場合が多い。 

・教育に専念できる環境 

 カザフスタンの大学は授業以外の業務が極めて多いため、授業準備や研究が思うように

                                                   
1 日本での国際交流基金日本語国際センター海外日本語教師長期研修の 1 名を含む。 

98－　 －



 

 

 

 

できない。それと比較すると、KJC は授業に専念できることもあり、職場としても魅力的

とのことである。 

 高評価ながら、改善すべき点もいくつか指摘されている。 

 多くの関係者から漢字教育の改善の必要性が挙げられた。KJC の受講者は全体的に漢字

が弱いという点で意見が一致している。次に、クラス内での学習者間の日本語能力差。こ

の点も複数の関係者から指摘があった。レベルが上がるほどその差は拡大する傾向にある

とのこと。ほかには、1 クラス当たりの学習者数、受講者の学習姿勢の甘さ等も改善すべき

点として挙がっていた。 

いくつかの問題点はあるものの、日本語教育関係者の KJC 日本語コースの質に対する評

価は極めて肯定的である。KJC 日本語コースは、学習者に質の高い日本語教育を提供する

ための環境が整った場といえるであろう。 

 

2.2.2. 日本語コースの役割 

 カザフスタンにおける KJC 日本語コースの役割として以下のようなものが挙げられた。 

・広く一般に日本語学習の機会を提供する 

 KJC 日本語コースが開設されるまでは、カザフスタンでは高等教育機関以外で日本語を

学べる機関はなかった。社会人や中高生は KJC 日本語コースが開設されて初めて日本語学

習の場を得たのである。開設当初から受講希望者数が多く常にコースの定員を上回ってい

ることは、カザフスタンの一般の人々が日本語学習の機会を必要としていることのひとつ

の表れといえよう。 

 また、アルマティだけでなく、他地域での日本語コースの開設も見逃せない。アスタナ

ではコースを常設し、多くの受講生を集めている。カラガンダでは夏期集中講座を開催し、

地域の人々の期待に応えている。 

・日本に関する情報を発信する 

 KJC は日本語コースの運営とともに、日本や日本文化を紹介する催しを開催し、日本に

関する情報を発信している。このような機関はほかになく、日本や日本文化に興味のある

カザフスタンの人々にとって非常に貴重な存在だ。 

 日本に関する情報拠点としての役割も大きい。KJC 日本語コースの受講者に限らず、日

本語を学ぶ、また、日本に関心のある多くの学生がインフォメーションを得るため KJC を

利用しているということが、聞き取り調査から明らかになった。 

・カザフスタンの日本語教育のレベルを向上させる 

 良質な日本語コースを広く一般に提供することで、KJC 日本語コースはこの役割の一端

を担っている。 

 通常コースに加え、必要に応じて講座を開設し日本語教育のレベル向上に努めている。

能力試験対策講座、ビジターセッションといった学習者向けのものから教授法講座、日本

語教師研修のような教師（志望者）向けのものまで幅広い。今回聞き取り調査を実施した

日本語教育関係者のなかにも、KJC で本格的に教授法を学んだという者も少なくなかった。 

 

2.2.3. まとめ 

 アンケート調査の結果並びに聞き取り調査から、日本語教育関係者にとって KJC 日本語
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コースがどのような存在かが見えてきた。以下にそれらをまとめる。 

・整備された環境 

 KJC 日本語コースは教員にとって非常に働きやすい環境が整っているといえよう。 

教材、設備は他の日本語教育機関とは比較にならないほど充実している。コース構成、

カリキュラム、シラバス等のソフトの面の整備も進んでおり、教師が授業ごとに一から準

備を行う必要がない。それに、KJC 日本語コースでは、大学のように授業以外の業務に煩

わされることなく、教師は日本語教授に専念できる。 

次に、日本語教育関係者はカザフスタンにおける KJC 日本語コースの役割をどうとらえ

ているかを見ていく。 

・広く一般に日本に関する情報と日本語学習の機会を提供する場 

 この点に関しては既に繰り返し言及してきたため、ここでは繰り返さない。 

・カザフスタンの日本語教育の支柱 

KJC 日本語コースはカザフスタンの日本語教育を支える存在といえよう。 

 カザフスタンで日本語教育が開始されて 20 年近くになるが、まだ発展途上の感は否めな

い。そのなかで、KJC 日本語コースは開設以来、質の高いコースの提供、日本に関する情

報の発信、教員養成支援、各種日本語関係のイベントの事務局的役割と、さまざまな面で

貢献している。 

 アルマティでは、6 機関で日本語教育を実施している。今回聞き取り調査をした範囲では

KJC に代わってこの国の日本語教育を牽引していくだけの体力のある機関は見当たらない。

教師の多くが、日本語教育にかかわる問題は大学より KJC 日本語コース、なかでも、日本

語教育専門家（以下、「専門家」）に相談するとのことであった。 

 

2.3. フェーズ 2 終了後の KJC 日本語コース 

 2010 年 9 月をもって KJC プロジェクト（フェーズ 2）が終了する。それに合わせて、フ

ェーズ 1 開始当初から継続されてきた基金の専門家派遣も終了する。 

 ここでは関係者がフェーズ 2 終了後の KJC 日本語コースのあり方と、専門家派遣終了の

及ぼす影響についてどう考えているかを見ていく。なお、この作業には、これまでの考察

に用いてきた情報並びに資料に加え、プロジェクト運営に携わる者（KJC 所長、業務調整

員、日本語コースマネジャー）への聞き取り調査の結果も参考とする。 

 コースの運営については、スタッフが協力していくことで十分対応可能という見方で日

本語教育関係者はおおむね一致している。既にコース整備が進み、シラバス、カリキュラ

ム、教材等も固まってきていることが、その見方を支えている。 

 プロジェクト運営に携わる側は、安定したコース運営維持のためにさまざまな対策を準

備している。 

 日本語コース運営・管理マニュアルの作成、講座所属日本語教師に対する研修、そして、

現地人コースマネジャーの養成等である。専門家派遣終了に伴い KJC 日本語コースに日本

人講師不在の状況が生じる可能性もある。その状況を避けるべく、日本人講師確保にも取

り組んでいる。 

 現在 KJC 日本語コースにかかわっている者の多くはフェーズ 2 終了後の状況を認識して

いる。引き継ぎに伴う多少の混乱は避けられないにせよ、コース運営に関しては関係者が
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協力してやっていけると思われる。 

 しかし、日本語コース運営以外の業務の扱いについては若干不安が残る。 

 KJC は日本語コースの運営だけでなく、弁論大会、日本語能力試験など日本関連行事の

実施に大きな役割を果たしてきた。これらの業務の中心だった専門家の派遣終了後もその

役割を続けていけるかどうかは現段階では不透明である。 

本来これらの業務は日本語教師会が行うべき性質のものなので、教師会を受け皿に、と

いう意見もある。以前よりも活動が活発になってきているとのことだが、組織規模、活動

状況、ノウハウの有無を考えると、教師会にそれらの業務を全面的に移管するには、更な

る教師会の活動の見直しが必要である。 

 

 ここでは「2.」で示した「位置づけ」を踏まえて、KJC 日本語コースへの提言を示す。 

 

3.1. 増加する受講希望者への対応 

 受講希望者の増加に対応することは非常に重要だ。 

 近年、日本のアニメや漫画がカザフスタンの中高生の間で非常に人気があり、その年代

の受講希望者の増加が顕著だとのこと。「広く一般に日本語学習の場を提供する」「日本に

関する情報を発信する」といった KJC の役割を考えると、より多くの受講者の受入れはそ

の役割に合致したものだ。 

 これまでも、コース構成の見直し〔「超級」廃止と「子どもクラス」（現「中高生クラス」）

の開設〕、教室の増設等により、より多くの受講希望者を受け入れてきた。アスタナ、カラ

ガンダといった他地域での日本語コースの開設も対応の一環ととらえることができる。 

 受講者の増加はプロジェクトにとっても大きなメリットがある。受講生の増加による受

講料収入の伸びはプロジェクトの収益に寄与する。受講者の施設利用や相互理解促進のイ

ベントへの参加も見込めるため、来館者数の伸びにもつながる。 

 より多くの受講生の受入れは、KJC 日本語コースの目的及びカザフスタン社会のニーズ

双方を満たす有意義なものといえる。 

 

3.2. 業務構成の見直し 

 現在、KJC 日本語コースは 2 つの役割を担っている。1 つは日本語教育機関としての役

割、もう 1 つはカザフスタン日本語教育を牽引する役割。そのため、KJC 日本語コースは

その本来の機能である日本語教育に加え、さまざまな日本語関連のイベント実施の中心と

なっている。複数ある弁論大会や能力試験の実施などはその例である。 

 フェーズ 2 終了に合わせて専門家の派遣も終了する。既に述べたように、KJC 日本語コ

ース内での専門家の存在は大きいが、既にコース整備が進んでいることに加え、また安定

したコース運営維持のためにさまざまな対策を講じてきており、専門家派遣終了後も、KJC

スタッフが協力して、これまでどおりの日本語コースを運営することは可能であろう。し

かし、その体制が軌道に乗るまでにはある程度の期間とこれまで以上の労力を見込んでお

かなければならない。その間、コースの質を維持するためにも、教育以外の業務を見直す

ことが必要であろう。弁論大会や能力試験などはこれまで KJC が中心となり実施してきた。

3. 提 言 
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しかし、本来は日本語教師会のような組織が教員をまとめ、自立した形で行うべきもので

ある。 

「2.3.」でみたように、弁論大会や能力試験といった業務を全面的に移管するには日本語

教師会はまだ脆弱である。だからこそ、健全な役割分担の形を確立するためにも徐々に業

務を移管して、個々の教師に自覚をもたせることで教師会の自立を促し、KJC は日本語教

育、日本文化の発信などの本来果たすべき役割に集中すべきではないだろうか。 

 

 本レポートでは、過去の評価時に得られた情報と今回の調査で得た情報に基づき KJC 日

本語コースのカザフスタンにおける「位置づけ」と当プロジェクト（フェーズ 2）終了にあ

たっての日本語コースへの「提言」を述べた。これらが、今後の KJC 日本語教育事業の発

展に多少なりとも資することができれば幸いである。 

 最後になったが、今回このレポートを作成するためにご協力頂いたカザフスタンの日本

語教育関係者、学習者、KJC、JICA の方々にこの場を借りて御礼申し上げたい。 

 

以 上 

 

4. おわりに 
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- 
年

間
報

告
書

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

- 
収

支
対

照
表

 

- 
コ

ー
ス

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

- 
受

講
者

へ
の

質
問

票
 

 

両
国

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
支

援
が

持

続
す

る
 

５．PDM（和文） 
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2
．

ビ
ジ

ネ
ス

コ
ー

ス
運

営
事

業
：

企
業

経
営

・
中

小
企

業
振

興
等

に
つ

い
て

の
実

践
的

ノ
ウ

ハ
ウ

・
知

識
を

民
間

・
公

的
セ

ク
タ

ー
に

効
果

的
に

提
供

す
る

と
と

も
に

、
そ

の
シ

ス
テ

ム
が

構
築

さ
れ

る
 

        3
．

日
本

語
コ

ー
ス

運
営

事
業

：
質

の
高

い
日

本
語

教
育

を
提

供
す

る
と

と
も

に
、

そ
の

機
会

を
拡

大
す

る
シ

ス
テ

ム
が

構
築

さ
れ

る
 

        4
．

相
互

理
解

促
進

事
業

：
さ

ま
ざ

ま
な

分
野

に
お

け
る

カ
ザ

フ
ス

タ
ン

と
日

本
の

情
報

が
双

方
向

に
発

信
さ

れ
る

機
能

が
強

化
さ

れ
る

 

       5
．
広

報
事

業
：
カ

ザ
フ

ス
タ

ン
に

お
け

る
K

JC
の

認
知

度
が

高

ま
る

 

         

2
-1

.1
年

間
に

行
わ

れ
る

ビ
ジ

ネ
ス

コ
ー

ス
の

数

が
ア

ル
マ

テ
ィ

で
1

5
以

上
、

そ
の

他
の

都

市
で

1
0
以

上
 

2
-2

.1
年

間
の

ビ
ジ

ネ
ス

コ
ー

ス
受

講
者

が
5

0
0

名
以

上
、

受
講

者
の

満
足

度
が

平
均

8
0
％

以
上

、
K

JC
コ

ー
ス

が
役

立
つ

と
感

じ
た

受
講

者
が

8
0
％

以
上

 

2
-3

.商
工

会
議

所
等

経
済

団
体

や
行

政
組

織
と

の
連

携
事

業
数

が
年

間
5
件

以
上

 

  3
-1

.1
年

間
の

日
本

語
コ

ー
ス

の
数

が
2

5
以

上
 

3
-2

.1
年

間
の

日
本

語
コ

ー
ス

受
講

者
の

数
が

5
0

0
名

以
上

、
受

講
者

の
満

足
度

が
平

均

8
0
％

以
上

、
受

講
者

の
コ

ー
ス

修
了

率
が

8
0
％

以
上

 

3
-3

.日
本

語
を

教
え

る
カ

ザ
フ

ス
タ

ン
の

大

学
・
日

本
語

連
盟

へ
の

指
導

回
数

が
年

間
6

以
上

 

  4
-1

.1
年

間
の

相
互

理
解

促
進

の
た

め
の

各
種

活

動
の

開
催

数
が

1
0
回

以
上

 

4
-2

.1
年

間
の

相
互

理
解

促
進

の
た

め
の

各
種

活

動
へ

の
参

加
者

数
が

2
,0

0
0
名

以
上

、
参

加

者
の

満
足

度
が

8
0
％

以
上

 

4
-3

.1
年

間
の

両
国

そ
れ

ぞ
れ

に
関

す
る

紹
介

資

料
が

2
回

以
上

発
行

さ
れ

る
 

  5
-1

.新
し

い
講

座
や

イ
ベ

ン
ト

が
予

定
さ

れ
た

と
き

に
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
が

更
新

さ
れ

る
 

5
-2

.ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

の
ア

ク
セ

ス
数

が
1
日

5
0
ヒ

ッ
ト

以
上

、
M

L
メ

ン
バ

ー
数

が
1

,5
0

0
以

上
 

5
-3

.M
L
送

信
数

が
ひ

と
月

1
回

以
上

 

5
-4

.ニ
ュ

ー
ス

レ
タ

ー
の

発
行

回
数

が
半

年
に

1

回
以

上
、
メ

デ
ィ

ア
に

取
り

上
げ

ら
れ

た
回

数
が

年
間

1
0
回

以
上
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活
 

動
 

 1
．

セ
ン

タ
ー

運
営

 

1
-1

. 
長

期
的

運
営

計
画
（

運
営

方
針

、
財

務
計

画
、
活

動
計

画
、

 

人
材

育
成

計
画

）
を

策
定

す
る

 

1
-2

. 
合

同
調

整
委

員
会

（
JC

C
）

を
年

1
回

開
催

し
、

運
営

計
画

 

の
承

認
及

び
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
を

行
う

 

1
-3

. 
人

材
育

成
計

画
に

基
づ

い
た

ス
タ

ッ
フ

研
修

を
実

施
す

る
 

1
-4

. 
中

央
ア

ジ
ア

域
内

の
各

日
本

セ
ン

タ
ー

と
の

間
で

専
門

 

家
、

ス
タ

ッ
フ
の

相
互

交
流

・
情

報
交
換

を
行

い
、
共

通
課

題
に

関
す

る
ノ

ウ
ハ

ウ
を

蓄
積

す
る

 

1
-5

. 
事

業
部

間
の

連
携

を
強

化
す

る
 

1
-6

. 
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
整

備
す

る
 

 2
．

ビ
ジ

ネ
ス

コ
ー

ス
運

営
事

業
 

2
-1

. 
ニ

ー
ズ

調
査

に
基

づ
い

た
ビ

ジ
ネ

ス
コ

ー
ス

実
施

計
画

（
活

動
計
画
・
コ
ー
ス
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
含

む
）
を
策

定
、

実

施
、

監
理

、
評

価
す

る
 

2
-2

. 
日

本
の

経
験

・
知

識
を

広
く

普
及

す
る

た
め

の
商

工
会

議

所
、

経
済

団
体

と
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
構

築
す

る
 

2
-3

. ビ
ジ

ネ
ス

サ
ー

ビ
ス

提
供

者
（

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
な

ど
）
を

対
象

に
し

た
研

修
を

実
施

し
、

参
加

者
リ

ス
ト

を
作

成
す

る
 

2
-4

. 
中

央
・

地
方

政
府

と
連

携
を

と
り

、
公

務
員

を
対

象
に

、

中
小

企
業

振
興

等
に

係
る

さ
ま

ざ
ま

な
行

政
施

策
・

措

置
・

制
度

を
紹

介
す

る
 

2
-5

. 
修

了
者

同
窓

会
を

組
織

し
、

そ
の

活
動

を
支

援
す

る
 

 3
．

日
本

語
コ

ー
ス

運
営

事
業

 

3
-1

. 
日

本
語

コ
ー

ス
実

施
計

画
（

方
針

・
コ

ー
ス

カ
リ

キ
ュ

ラ

ム
含

む
）

を
策

定
・

実
施

す
る

 

3
-2

. 
コ

ー
ス

の
実

績
を

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
評

価
し

、
必

要
に

応

じ
て

、
日

本
語

コ
ー

ス
実

施
計

画
を

修
正

、
改

善
す

る
 

3
-3

. 
日

本
語

教
師

及
び

日
露

通
訳

を
育

成
す

る
た

め
の

特
別

コ

ー
ス

が
開

催
さ

れ
る

 

3
-4

. 
カ

ザ
フ

ス
タ

ン
国

内
で

日
本

語
を

教
え

て
い

る
大

学
に

対

し
て

、
技

術
的

指
導

を
行

う
と

と
も

に
、

カ
ザ

フ
ス

タ
ン

日
本

語
教

師
連

盟
に

対
し

て
、

運
営

指
導

を
行

う
 

  

投
入

 
: 

 （
日

本
側

）
 

 - 
専

門
家

 

1
）

長
期

専
門

家
 

2
）

短
期

専
門

家
 

 - 
研

修
員

受
入

れ
 

 - 
資

機
材

：
パ

ソ
コ

ン
、

A
V
、

コ
ピ

ー
機

、
プ

リ
ン

タ
、

フ
ァ

ッ
ク

ス
等

 

 - 
そ

の
他
：
書

籍
、
雑

誌
、
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

接

続
料

、
コ

ー
ス

運
営

に
係

る
費

用
等

 

投
入

 
: 

 （
カ

ザ
フ

ス
タ

ン
側

）
 

 - 
セ

ン
タ

ー
設

備
の

提
供

 

- 
セ

ン
タ

ー
ス

タ
ッ

フ
の

配

置
 

- 
総

務
に

係
る

費
用
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4
．

相
互

理
解

促
進

事
業

 

4
-1

. 
双

方
向

の
情

報
発

信
を

基
本

と
し

て
、

相
互

理
解

促
進

事

業
に

関
す

る
年

度
計

画
を

策
定

す
る

 

4
-2

. 
両

国
に

お
け

る
社

会
、

経
済

、
文

化
に

関
す

る
情

報
を

収

集
す

る
 

4
-3

. 
日

本
へ

の
留

学
情

報
を

提
供

す
る

 

4
-4

. 
必

要
に

応
じ

て
日

本
へ

の
留

学
生

及
び

研
修

生
に

対
し

て
、

事
前

オ
リ

エ
ン

テ
ー

シ
ョ

ン
を

実
施

す
る

 

 5
．

広
報

事
業

 

5
-1

. 
広

報
戦

略
を

策
定

し
、

年
度

計
画

を
作

成
す

る
 

5
-2

. 
K

JC
の

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

の
内

容
を

改
善

し
、
利

用
者

に
と

っ

て
よ

り
魅

力
的

な
も

の
に

す
る

 

5
-3

. 
ニ

ュ
ー

ス
レ

タ
ー

/M
L
の

定
期

的
な

発
行

を
継

続
す

る
 

5
-4

. 
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
、

M
L
、

新
聞

、
ラ

ジ
オ

、
雑

誌
等

さ
ま

ざ

ま
な

メ
デ

ィ
ア

を
活

用
し

て
、

広
報

事
業

を
実

施
す

る
 

                   前
提

条
件

 

 両
国

が
責

任
を

も
っ

て
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

を
行

う
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大
項
目

小
項
目

実
績
の

確
認

日
本
側
・
カ
側
に
よ
る
人
員
配
置

日
本
セ
ン
タ
ー
資

料
、
各
種
報
告
書

等

【
日
本
側
投
入
】
長
期
専
門
家

4名
〔
所
長
、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
運
営
管
理
総
括
、
業
務
調
整
員

（
総
務
・
相
互
理
解
）
、
日
本
語
コ
ー
ス
運
営
指
導
専
門
家
（
ア
ス
タ
ナ
）
〕

20
09
年

2月
よ
り
、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
運
営
が
契
約
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
か
ら
、
長
期
専
門
家
に
変

更
（
各
種
報
告
書
）

【
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
投
入
】
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
〔
カ
ザ
フ
経
済
大
学
（

K
az

EU
）
国
際
関
係
副

学
長
〕
、
経
理
担
当
、
運
転
手
、
清
掃
員
の

4名
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
採
用
し
た
ス
タ
ッ
フ
を

K
az

EU
の
契
約
職
員
と
し
て
登
録
済
み
で
あ
る
。

【
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
雇
用
の
契
約
職
員
（
現
地
活
動
予
算
に
よ
り
支
出
）
】
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
オ

フ
ィ
サ
ー

3名
、
同
ア
シ
ス
タ
ン
ト

1名
、
日
本
語
コ
ー
ス
オ
フ
ィ
サ
ー

3名
、
相
互
理
解
、
総
務

主
任
、
受
付
・
ロ
ビ
ー
、
営
繕
機
材
保
守
。
長
期
パ
ー
ト
と
し
て
庭
師
、
ア
ル
バ
イ
ト
と
し
て
受

付
・
ロ
ビ
ー

日
本
側
・
カ
側
に
よ
る
投
入
実
績
（
研
修
員

受
入
れ
、
供
与
機
材
、
現
地
活
動
費
）

日
本
セ
ン
タ
ー
資

料
、
各
種
報
告
書

等

【
日
本
側
投
入
】

20
09
年

10
月
の
収
支
表
参
照
〔
専
門
家
派
遣
（
実
績
・
派
遣
時
期
）
、
研
修
員

受
入
れ
、
供
与
機
材
、
現
地
活
動
費
〕

【
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
投
入
】
人
件
費
負
担
額
の
推
移
、
土
地
・
建
物
・
設
備
、
資
機
材
購
入
及
び

維
持
管
理
、
光
熱
水
道
費

収
支
バ
ラ
ン
ス
（

JI
C

A
現
地
業
務
費
か
ら
の

支
出
割
合
、

C
/P
支
出
割
合
、
セ
ン
タ
ー
収
入

か
ら
の
支
出
割
合
）

日
本
セ
ン
タ
ー
資

料
、
各
種
報
告
書

等

セ
ン
タ
ー
運
営
経
費
に
占
め
る
セ
ン
タ
ー
収
入
の
割
合
は

13
.8
％
と
低
く
（

20
07
年
度
～

20
10
年

10
月
の
平
均
）
、

20
04
年
度
の

13
.4

5％
か
ら
変
化
は
な
い
が
、
内
部
留
保
を
含
め
れ
ば
、
セ
ン
タ

ー
運
営
費
の

30
％
程
度
を

K
az

EU
側
は
支
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

【
成
果
の
達
成
状
況
】

成
果
１
．
「

K
JC
が
効
率
的
に

運
営
さ
れ
る
体
制
と
シ
ス
テ
ム

が
確
立
さ
れ
る
」

活
動
に
追
記
あ
り
（
青
字
）

①
長
期
的
運
営
計
画
（
運
営
方

針
、
財
務
計
画
、
活
動
計
画
、
人

材
育
成
計
画
）

②
合
同
調
整
委
員
会
開
催
、
運
営

計
画
の
承
認
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

③
人
材
育
成
計
画
に
基
づ
い
た
人

材
育
成
、
研
修

④
中
央
ア
ジ
ア
域
内
の
セ
ン
タ
ー

間
で
の
ノ
ウ
ハ
ウ
共
有

⑤
部
門
間
の
連
携
強
化
の
現
況

⑥
事
業
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成
状

況
、
改
訂
状
況

①
O

JT
、

C
/P
研
修
の
実
施
状
況
（
実
施
回

数
、
内
容
、
参
加
者
数
）
（
年
間

5回
以
上
）

②
セ
ン
タ
ー
財
務
諸
表
（
収
支
バ
ラ
ン
ス
）

セ
ン
タ
ー
収
入
が

20
05
年
度
比

10
％
増

③
業
務
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
③
中
間
評
価
後
、
追

記
）

（
中
間
評
価
で
提
言
さ
れ
た
包
括
的
な
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
ス
キ
ル
の
技
術
移
転
の
成
果
）

日
本
セ
ン
タ
ー
資

料
、
各
種
報
告
書

等

・
①

23
名
を
対
象
に
研
修
を
実
施

・
②
収
支
表
に
よ
れ
ば
年
々
収
支
バ
ラ
ン
ス
は
改
善
し
て
き
て
い
る
。

・
③
日
本
語
部
門
は
フ
ェ
ー
ズ

1後
半
で
作
成
さ
れ
た
マ
ニ
ュ
ア
ル
あ
り
。
ビ
ジ
ネ
ス
部
門
は
業

務
一
括
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
が

20
07
年
作
成
し
た
も
の
が
活
用
さ
れ
て
い
る
が
、
更
新
の
必
要
あ

り
。
一
部
の
部
門
（
総
務
、
相
互
理
解
、
広
報
）
は
未
整
備
。

・
セ
ン
タ
ー
ス
タ
ッ
フ
に
対
す
る
本
邦
研
修
：
延
べ

6名
（

C
/P
研
修

2名
、
セ
ン
タ
ー
運
営
管
理

及
び
相
互
理
解
促
進
事
業

2名
、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
担
当
者

2名
）
。
財
務
面
で
は
、
過
去

1年
の

間
に
事
業
収
入
の
伸
び
が
み
ら
れ
る
一
方
、
支
出
も
年
々
増
加
傾
向
に
あ
る
た
め
、
よ
り
効
率
的

な
事
業
運
営
が
望
ま
れ
る
。

成
果

2.
「

 企
業
経
営
・
中
小
企

業
振
興
等
に
つ
い
て
の
実
践
的

ノ
ウ
ハ
ウ
・
知
識
を
民
間
・
公

的
セ
ク
タ
ー
に
効
果
的
に
提
供

す
る
と
と
も
に
、
そ
の
シ
ス
テ

ム
が
構
築
さ
れ
る
」

①
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
実
施
回
数
（
カ
ザ
フ
ス

タ
ン
側
･
日
本
側
）

②
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
受
講
者
数
、
コ
ー
ス
参

加
者
に
よ
る
役
立
つ
と
感
じ
た
割
合
（
カ
ザ

フ
ス
タ
ン
側
･
日
本
側
）
、
経
営
能
力
向
上

③
現
地
講
師
の
数
と
質

④
商
工
会
議
所
等
経
済
団
体
、
行
政
組
織
と

の
連
携
事
業
数

日
本
セ
ン
タ
ー
資

料
、
各
種
報
告
書

等

・
①
計

10
1コ
ー
ス
実
施

・
②
合
計

3,
50

0名
以
上
が
受
講

・
受
講
者
か
ら
の
評
価
は
平
均
し
て
高
い
。
フ
ェ
ー
ズ

2前
半
の
日
本
人
講
師
に
よ
る

20
06
年
～

20
08
年
一
般
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
は
平
均

88
.9

2％
、
企
業
経
営
特
定
コ
ー
ス
は
平
均

87
.7

5％
（
う

ち
人
材
育
成
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
、
財
務
管
理
が

90
％
超
）
、
現
地
人
講
師
に
よ
る

コ
ー
ス
評
価
も
平
均

89
.1
％
。
高
評
価
を
得
た
講
義
は
、
講
師
が
実
務
経
験
が
豊
富
で
、
実
践
的

な
講
義
内
容
、
飽
き
さ
せ
な
い
講
義
運
営
で
あ
っ
た
た
め
。

・
フ
ェ
ー
ズ

1後
半
で
は
、
サ
ー
ビ
ス
セ
ク
タ
ー
（
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
）
を
対
象
と
し
た
コ
ー
ス

や
、
経
済
危
機
の
ニ
ー
ズ
調
査
を
行
い
金
融
政
策
な
ど
の
講
義
や
省
エ
ネ
に
関
す
る
講
義
も
行
わ

れ
、
平
均
し
た
満
足
度
は

90
％
前
後
。
ア
ル
マ
テ
ィ
、
ア
ス
タ
ナ
以
外
に
、
地
方
で
も
実
施
し
、

コ
ス
タ
ナ
イ
で
の
セ
ミ
ナ
ー
・
個
別
診
断
等
、
サ
ー
ビ
ス
（
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
）
業
の
ニ
ー
ズ
を

も
満
た
し
て
い
る
。
満
足
度
も

90
%
前
後
と
高
い
。

評
価
設
問

必
要
な
デ
ー
タ

（
指
標
）

情
報
源

調
査
結
果

【
投
入
の
実
施
状
況
】

カ
ザ
フ
ス
タ
ン
日
本
人
材
開
発
セ
ン
タ
ー
（
フ
ェ
ー
ズ

2）
終
了
時
評
価

評
価
グ
リ
ッ
ド
結
果
表

６．評価グリッド
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大
項
目

小
項
目

評
価
設
問

必
要
な
デ
ー
タ

（
指
標
）

情
報
源

調
査
結
果

成
果

3.
「
質
の
高
い
日
本
語
教

育
を
提
供
す
る
と
と
も
に
、
そ

の
機
会
を
拡
大
す
る
シ
ス
テ
ム

が
構
築
さ
れ
る
」

①
日
本
語
コ
ー
ス
活
動
の
数
（

25
以
上
）
と

種
類

②
受
講
者
数
（

50
0以
上
）
、
満
足
度
（

80
％

以
上
）
、
修
了
率
（

80
％
以
上
）

③
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
の
大
学
、
日
本
語
連
盟
へ

の
指
導
回
数
（
年
間

6回
以
上
）

日
本
セ
ン
タ
ー
資

料
、
各
種
報
告
書

等

・
20

09
年
度
の
ア
ン
ケ
ー
ト
に
よ
れ
ば
、
教
授
法
に
つ
い
て
受
講
者
の

88
％
（
ア
ル
マ
テ
ィ
）
、

93
％
（
ア
ス
タ
ナ
）
が
高
く
評
価
し
、
教
材
・
資
料
に
つ
い
て
同

82
％
（
ア
ル
マ
テ
ィ
）
、

86
％

（
ア
ス
タ
ナ
）
が
コ
ー
ス
に
適
し
て
い
る
と
評
価
し
て
い
る
。
な
お
中
間
評
価
に
よ
れ
ば
、
こ
れ

ま
で
お
お
む
ね
各
年
度
目
標
を
達
成
し
て
き
て
お
り
、
ほ
ぼ
計
画
ど
お
り
実
施
さ
れ
て
い
る
。

・
現
地
化
率
は
ア
ル
マ
テ
ィ
で
講
師
数
で

92
％
（

20
06
年
～

20
10
年
）
、
時
間
単
位
で

97
％ （

20
09

年
度
秋
期
）
と
な
っ
て
い
る
。
運
営
面
で
も
マ
ニ
ュ
ア
ル
が
整
備
さ
れ
て
お
り
、
ロ
ー
カ
ル
ス
タ
ッ

フ
・
講
師
の
み
で
事
業
実
施
が
ほ
ぼ
可
能
な
状
況
で
あ
る
。

成
果

4.
「
さ
ま
ざ
ま
な
分
野
に

お
け
る
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
と
日
本

の
情
報
が
双
方
向
に
発
信
さ
れ

る
機
能
が
強
化
さ
れ
る
」

①
相
互
理
解
促
進
の
た
め
の
各
種
活
動
の
開

催
数
（

10
回
以
上
）

②
相
互
理
解
促
進
の
た
め
の
各
種
活
動
の
参

加
者
数
（

2,
00

0名
以
上
）
、
及
び
参
加
者
の

満
足
度
（

80
％
以
上
）

③
両
国
そ
れ
ぞ
れ
に
関
す
る
紹
介
資
料
（

2回
以
上
）

日
本
セ
ン
タ
ー
資

料
、
各
種
報
告
書

等

・
①

92
事
業
実
施

・
②
参
加
者
数
は

2万
5,

00
0名

・
③
年
間
ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー
発
行
数
は

2～
4回

・
第

1次
派
遣
に
お
け
る
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
（
ア
ル
マ
テ
ィ

2名
、
ア
ス
タ
ナ

2名
）
で
は
事
業
に
対

す
る
満
足
度
は
大
変
高
く
、
日
本
へ
の
関
心
・
理
解
向
上
に
つ
な
が
っ
て
い
る
こ
と
が
確
認
さ
れ

た
。
人
的
投
入
が
限
ら
れ
て
い
る
な
か
、
大
使
館
、
日
本
人
会
、
日
系
企
業
と
の
連
携
で
行
わ
れ

る
文
化
事
業
の
知
名
度
は
大
変
高
く
、
評
価
も
高
い
も
の
と
な
っ
て
い
る
。

・
JI

C
A
事
業
〔
カ
ス
ピ
海
環
境
調
査
報
告
時
の
日
本
文
化
紹
介
祭
（
ア
テ
ィ
ラ
ウ
市
）
、
マ
ン
ギ

ス
タ
ウ
開
発
調
査
団
の
発
表
に
お
け
る
日
本
紹
介
〕
な
ど
、

JI
C

A
事
業
と
の
広
報
に
相
互
理
解
事

業
が
組
み
込
ま
れ
る
と
い
っ
た
ユ
ニ
ー
ク
な
ア
プ
ロ
ー
チ
が
行
わ
れ
て
い
る
。

・
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
政
府
の
留
学
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
連
携
な
ど
、
留
学
関
連
の
事
業
も
他
セ
ン
タ
ー

に
比
し
て
豊
富
に
行
わ
れ
て
い
る
。

・
人
員
体
制
と
し
て
専
従

1名
、
兼
務

1名
で
ほ
ぼ
十
分
。
業
務
マ
ニ
ュ
ア
ル
も
作
成
さ
れ
て
お
り
、

定
型
的
な
イ
ベ
ン
ト
（
折
り
紙
、
着
付
け
、
料
理
教
室
）
は
自
立
し
た
運
営
が
可
能
。
企
画
運
営

も
あ
る
程
度
可
能
だ
が
、
外
部
と
の
連
携
が
必
要
な
事
業
な
ど
、
内
容
に
よ
っ
て
は
ア
ド
バ
イ
ザ

ー
と
し
て
日
本
人
の
参
加
が
必
要
。

成
果

5.
「
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
に
お

け
る

K
JC
の
認
知
度
が
高
ま
る
」

①
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
更
新
頻
度

②
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ア
ク
セ
ス
数
（

1日
50
件
）

③
M

L会
員
数
（

1,
50

0）
④

M
L送
信
数
（
ひ
と
月
一
度
以
上
）

⑤
ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー
発
行
回
数
（
半
年
に
一

度
）

⑤
新
聞
、
雑
誌
等
各
種
メ
デ
ィ
ア
掲
載
回
数

（
年
間

10
回
以
上
）

日
本
セ
ン
タ
ー
資

料
、
各
種
報
告
書

等

・
①
定
期
的
に
更
新
し
て
い
る
。

・
②
ア
ク
セ
ス
カ
ウ
ン
タ
ー
設
置
以
降
の

20
09
年

9月
～

20
10
年

1月
で

6,
13

5件
・
③

M
L会
員
数
は
約

6,
70

0名
・
④

M
Lは
継
続
的
に
送
付
さ
れ
て
き
て
い
る
。

・
⑤
過
去
数
年
間
で
年
間

4回
以
上

・
⑥
大
型
事
業
の
み
な
ら
ず
、
地
方
で
の
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
・
日
本
語
コ
ー
ス
の
実
施
に
際
し
て

メ
デ
ィ
ア
掲
載
が
行
わ
れ
て
い
る
。

【
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
状

況
】
「
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
に
お
け

る
市
場
経
済
化
に
対
応
す
る
人

材
育
成
」
及
び
「
カ
ザ
フ
ス
タ

ン
・
日
本
の
相
互
理
解
促
進
」

を
行
う
拠
点
と
し
て
の

K
JC
の

機
能
が
強
化
さ
れ
る
。

①
K

JC
ス
タ
ッ
フ
の
事
業
運
営
能
力
（
自
己

評
価
及
び
管
理
職
評
価
で

80
％
以
上
）

②
K

JC
利
用
者
数
（
ビ
ジ
ネ
ス

50
0名
以
上
、

日
本
語

50
0名
以
上
、
文
化

2,
00

0名
以
上
）

③
セ
ン
タ
ー
収
入
に
よ
る
現
地
活
動
カ
バ
ー

率
（

30
％
以
上
）

日
本
セ
ン
タ
ー
資

料
、
各
種
報
告
書

等

・
20

09
年

12
月
に
人
事
考
課
制
度
を
導
入
。
年
度
末
に
も
人
事
考
課
を
実
施
す
る
見
込
み
で
あ

り
、
ス
タ
ッ
フ
の
能
力
の
定
期
的
な
評
価
が
行
わ
れ
る
予
定
。

・
セ
ン
タ
ー
全
体
を
通
じ
戦
略
的
な
企
画
立
案
を
行
え
る
ス
タ
ッ
フ
の
育
成
が
今
後
の
課
題
で
あ

り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
に
あ
る
「

K
JC
の
機
能
が
強
化
さ
れ
る
」
を
よ
り
確
実
な
も
の
と
す
る

た
め
に
は
、
セ
ン
タ
ー
ス
タ
ッ
フ
の
運
営
能
力
強
化
の
た
め
の
技
術
移
転
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

・
セ
ン
タ
ー
運
営
経
費
に
占
め
る
セ
ン
タ
ー
収
入
の
割
合
は

13
.8
％
と
低
く
（

20
07
年
度
～

20
10

年
10
月
の
平
均
）
、

20
04
年
度
の

13
.4

5％
か
ら
変
化
は
な
い
が
、
内
部
留
保
を
含
め
れ
ば
、
セ
ン

タ
ー
運
営
費
の

30
％
程
度
を

K
az

EU
側
は
支
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

【
上
位
目
標
達
成
状
況
】
「

1．
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
に
お
け
る
市
場

経
済
化
に
資
す
る
人
材
が
育
成

さ
れ
る
」
「

2．
日
本
と
カ
ザ
フ

ス
タ
ン
両
国
の
相
互
理
解
が
促

進
さ
れ
る
」

①
所
属
企
業
の
収
益
及
び
効
率
性
向
上
に
寄

与
し
た
受
講
生
の
事
例
及
び
そ
の
数

②
企
業
間
連
携
、
交
流
に
つ
な
が
っ
た
事
例

及
び
そ
の
数

日
本
セ
ン
タ
ー
資

料
、
各
種
報
告
書

等

・
現
下
の
経
済
危
機
下
で
は
、
必
ず
し
も
上
位
目
標
達
成
度
の
指
標
①
の
達
成
見
込
み
は
高
い
と

は
い
え
な
い
が
、
調
査
団
が
実
施
し
た
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
で
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
所
属
企
業
の
収

益
向
上
人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（

H
R

M
）
を
受
講
し
た
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
が
、
国
内
最
大
の
両
替
所

の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
機
関
に
対
し
、
「
顧
客
一
番
」
を
モ
ッ
ト
ー
と
し
て
、
全
従
業
員
が
顧
客
へ
の

対
応
の
質
を
改
善
す
る
よ
う
指
導
し
、
結
果
、
業
績
が
向
上
し
た
と
の
事
例
が
聞
か
れ
た
。

・
日
系
企
業
の
経
済
活
動
が
活
発
で
は
な
い
状
況
で
は
、
②
の
達
成
は
た
や
す
く
は
な
い
。

実
績
の

確
認
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大
項
目

小
項
目

評
価
設
問

必
要
な
デ
ー
タ

（
指
標
）

情
報
源

調
査
結
果

妥
当
性

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
想
定
す
る
目

標
・
成
果
は
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン

国
の
国
家
政
策
等
に
合
致
し
て

い
る
か

・
国
家
開
発
計
画
に
お
け
る
市
場
経
済
化
に

寄
与
す
る
人
材
育
成
の
位
置
づ
け

・
両
国
関
係
強
化
、
相
互
理
解
促
進
の
必
要

性

・
既
存
資
料

・
長
期
開
発
計
画

「
カ
ザ
フ
ス
タ
ン

20
30
」

・
「
カ
ザ
フ
ス
タ

ン
国
産
業
革
新
発

展
工
業
開
発
戦
略

プ
ロ
グ
ラ
ム

（
20

03
-2

01
5

年
）
」

・
19

97
年
策
定
の
「
カ
ザ
フ
ス
タ
ン

20
30
」
で
は
、

20
30
年
を
目
標
に
市
場
経
済
を
基
盤
と
し

て
、
ア
ジ
ア
の
中
進
国
レ
ベ
ル
ま
で
の
経
済
成
長
、
及
び
そ
の
た
め
の
人
材
開
発
に
重
点
的
に
取

り
組
む
た
め
の
開
発
戦
略
を
掲
げ
て
い
る
。

・
「
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
国
産
業
革
新
発
展
工
業
開
発
戦
略
プ
ロ
グ
ラ
ム
（

20
03

-2
01

5年
）
」
で
は
、

中
小
企
業
振
興
の
重
要
性
に
着
目
し
つ
つ
、
特
に
製
造
業
を
中
心
と
す
る
産
業
多
角
化
を
め
ざ
し

て
い
る
。

わ
が
国
の
中
央
ア
ジ
ア
地
域
に
対

す
る
援
助
政
策
に
合
致
し
て
い
る

か

・
わ
が
国
の
対
中
央
ア
ジ
ア
地
域
援
助
重
点

分
野

・
中
央
ア
ジ
ア
＋

日
本
対
話

・
20

06
年

6月
の
「
中
央
ア
ジ
ア
＋
日
本
」
対
話
第

2回
外
相
会
合
に
お
い
て
採
択
さ
れ
た
「
行
動
計
画
」で

は
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
を
含
む
中
央
ア
ジ
ア
に
お
け
る
企
業
人
材
育
成
、
企
業
間
交
流
促
進
、
相
互
理
解
促

進
、
文
化
交
流
な
ど
の
分
野
を
援
助
の
柱
と
す
る
こ
と
が
合
意
さ
れ
た
。
こ
う
し
た
日
本
の
援
助
政
策
は
、

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
内
容
と
の
整
合
性
が
非
常
に
高
い
。

わ
が
国
の
対
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
援
助

政
策
に
合
致
し
て
い
る
か

・
わ
が
国
の
対
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
援
助
重
点
分

野
・
対
カ
ザ
フ
ス
タ

ン
国
別
援
助
計
画
・
「
対
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
国
別
援
助
計
画
」
で
は
、
開
発
の
課
題
と
し
て
、
天
然
資
源
に
過
度
に
依

存
す
る
経
済
か
ら
の
脱
却
が
重
要
と
考
え
、
「
長
期
経
済
の
安
定
的
発
展
を
実
現
す
る
た
め
に

は
、
実
体
経
済
を
重
視
し
、
既
存
産
品
に
付
加
価
値
を
付
け
る
産
業
の
高
度
化
や
中
小
企
業
の
振

興
を
通
じ
た
製
造
業
の
育
成
等
に
よ
る
産
業
構
造
の
多
角
化
を
図
る
必
要
が
あ
る
」
と
し
て
お

り
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
と
合
致
す
る
。

そ
の
他
地
域
経
済
協
力
方
針
と
の

適
合
性

・
海
外
経
済
協
力
会
議
に
お
け
る
人
材
育
成

に
係
る
提
言

・
20

09
年

3月
5日
に
行
わ
れ
た
、
第

20
回
海
外
経
済
協
力
会
議
に
お
い
て
、
政
府
は
中
央
ア
ジ
ア

及
び
コ
ー
カ
サ
ス
に
対
す
る
海
外
経
済
協
力
の
方
針
に
つ
い
て
議
論
し
た
が
、
そ
の
な
か
で
、
当

該
地
域
に
対
す
る
海
外
経
済
協
力
を
積
極
的
に
行
っ
て
い
く
こ
と
を
提
言
す
る
と
と
も
に
、
そ
の

効
果
的
な
展
開
の
一
環
と
し
て
、
「
日
本
人
材
開
発
セ
ン
タ
ー
の
活
用
等
、
人
材
育
成
や
制
度
構

築
等
へ
の
支
援
の
重
点
的
実
施
」
に
つ
い
て
提
言
し
て
い
る

 。

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の
選
定

は
妥
当
で
あ
っ
た
か
、
タ
ー
ゲ

ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の
ニ
ー
ズ
に
合

致
し
て
い
る
か

K
JC
で
実
施
し
て
い
る
活
動
は
現

地
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
て
い
る
と

認
め
ら
れ
る
か

・
ニ
ー
ズ
は
何
か

・
関
係
者
の
認
識
は
ど
う
か

・
他
の
機
関
の
活
動
は
ど
う
か

・
C

/P
・
専
門
家

・
受
講
生
ヒ
ア
リ

ン
グ

・
実
績
デ
ー
タ
、

受
講
後
ア
ン
ケ
ー

ト

【
ビ
ジ
ネ
ス
】
経
済
に
中
小
企
業
の
占
め
る
割
合
が
圧
倒
的
に
高
く
、
中
小
企
業
経
営
者
、
コ
ン

サ
ル
タ
ン
ト
の
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
は
非
常
に
高
い
。
た
だ
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

開
始
当
時
に
想
定
し
て
い
た
製
造
業
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
し
た
経
営
知
識
ニ
ー
ズ
に
加
え
、
サ
ー
ビ

ス
業
に
関
す
る
経
営
ノ
ウ
ハ
ウ
へ
の
ニ
ー
ズ
も
あ
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
て
い
る
ほ
か
、
ア
ル
マ

テ
ィ
と
ア
ス
タ
ナ
で
異
な
る
地
域
性
な
ど
、
ニ
ー
ズ
や
地
域
性
に
対
応
し
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
改

訂
等
の
必
要
性
も
あ
り
、
引
き
続
き
そ
れ
に
対
応
し
た
実
施
が
必
要
。
例
え
ば
フ
ェ
ー
ズ

2後
半

か
ら
は
、
地
方
（
コ
ス
タ
ナ
イ
、
ア
テ
ィ
ラ
ウ
）
の
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
と
し
て
、
当
該
地
域
で
の

セ
ミ
ナ
ー
（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理
）
・
企
業
へ
の
個
別
診
断
を
展
開
し
た
。
ま
た
金
融
危
機
後
の

ニ
ー
ズ
に
対
応
さ
せ
た
講
義
も
行
わ
れ
、
受
講
生
の
満
足
度
も

90
％
前
後
と
高
い
も
の
と
な
っ
て

い
る
。

【
日
本
語
】
幅
広
い
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
コ
ー
ス
の
提
供
、
ア
ル
マ
テ
ィ
、
ア
ス
タ
ナ
両
拠
点
で

の
日
本
語
学
習
ニ
ー
ズ
を
満
た
し
て
い
る
ほ
か
、
日
本
語
能
力
試
験
対
策
講
座
、
ビ
ジ
ネ
ス
の
場

の
日
本
語
を
教
え
る
実
践
的
な
実
務
日
本
語
講
座
も
開
催
。
カ
ラ
ガ
ン
ダ
で
は
夏
期
集
中
講
座
を

開
催
し
、
地
域
の
人
々
の
期
待
に
応
え
て
い
る
。

【
相
互
理
解
事
業
】
過
去
数
年
間
で
、
若
年
層
を
中
心
に
急
増
し
た
日
本
フ
ァ
ン
の
多
様
な
ニ
ー

ズ
に
対
応
で
き
る
唯
一
の
文
化
施
設
と
な
っ
て
い
る
。

類
似
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
の
重
複

の
有
無

日
本
の
技
術
の
優
位
性

他
機
関
に
よ
る
類
似
施
設
の
有
無

（
ビ
ジ
ネ
ス
、
日
本
語
、
相
互
理

解
そ
れ
ぞ
れ
）

日
本
の
技
術
・
知
識
に
優
位
性
が

あ
る
か

・
C

/P
・
専
門
家

・
調
査
団
の
質
問

票

・
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
う
ち
、
日
本
が
得
意
と
す
る
製
造
業
の
経
営
戦
略
･
ノ
ウ
ハ
ウ
・
効
率
性

向
上
手
法
を
提
供
す
る
講
義
に
つ
い
て
は
、
日
本
の
技
術
の
優
位
性
は
高
く
、
製
造
現
場
へ
の
適

用
が
で
き
る
よ
う
な
実
用
性
が
重
視
さ
れ
た
講
義
は
有
用
性
が
高
い
（
政
治
、
文
化
面
で
の
両
国

間
の
相
違
性
か
ら
、
す
べ
て
の
講
義
を
実
践
に
移
す
こ
と
は
現
実
的
で
は
な
い
と
い
え
る
と
の
一

部
受
講
生
か
ら
の
指
摘
あ
り
）
。

わ
が
国
援
助
政
策
に
合
致
し
て

い
る
か
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大
項
目

小
項
目

評
価
設
問

必
要
な
デ
ー
タ

（
指
標
）

情
報
源

調
査
結
果

有
効
性

定
例
会
合
は
適
切
に
機
能
し
て
き

た
か

・
実
施
回
数
・
頻
度

・
C

/P
・
専
門
家
・
活
動
の
進
捗
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
週

1回
の
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
を
実
施
、
事
業
部
間
で
情
報
を
共
有

す
る
こ
と
で
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
全
体
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活
動
を
実
施
（

K
az

EU
の
カ
ウ
ン
タ
ー

パ
ー
ト
も
毎
回
出
席
）
。
問
題
解
決
等
に
実
質
的
な
役
割
を
担
っ
て
お
り
、
円
滑
に
機
能
し
て
い

る
と
の
意
見
あ
り
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営
体
制
・
手
法

は
改
善
さ
れ
て
き
た
か

・
PD

M
の
使
用

・
業
務
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成
状
況

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

記
録

・
C

/P
・
専
門
家

・
年
に

1回
の

JC
C
の
場
は
直
近
の
話
題
・
問
題
に
つ
い
て
情
報
を
共
有
す
る
場
で
あ
り
、
目
標
値

の
管
理
や
、
中
・
長
期
的
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
展
望
に
つ
い
て
議
論
さ
れ
る
場
と
し
て
認
識
は
さ

れ
て
い
な
か
っ
た
。
ス
タ
ッ
フ
が
事
業
進
捗
の
確
認
を
行
う
う
え
で

PD
M
が
十
分
活
用
さ
れ
て
い

る
と
は
い
い
難
い
。

セ
ン
タ
ー
全
般
の
運
営
能
力
は
改

善
さ
れ
て
き
た
か
（
中
間
評
価
で

提
言
さ
れ
た
包
括
的
な
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
ス
キ
ル
の
技
術
移
転
の
成

果
）

・
C

/P
・
専
門
家

・
各
種
報
告
書

【
セ
ン
タ
ー
全
体
】

・
こ
れ
ま
で
ロ
ー
カ
ル
ス
タ
ッ
フ
に
は
、
管
理
職
は
い
な
か
っ
た
が
、
各
部
門
ご
と
に
チ
ー
フ
な

ど
の
実
質
的
な
責
任
者
を
任
命
し
、
事
業
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
意
識
を
も
た
せ
る
よ
う
、
体
制
を

整
備
し
た
。

【
総
務
部
門
】

・
K

az
EU
か
ら
派
遣
さ
れ
て
い
る
職
員
の
う
ち
、
経
理
担
当
の

1名
が
セ
ン
タ
ー
運
営
に
携
わ
っ

て
い
る
。

20
09
年

4月
よ
り
勤
務
を
開
始
し
、
会
計
処
理
能
力
は
十
分
あ
り
、
定
型
業
務
を
遂
行

す
る
能
力
は
十
分
で
あ
る
。
今
後
、
事
業
収
入
の
使
途
や
、
経
営
戦
略
立
案
の
た
め
の
財
務
分
析

を
行
う
能
力
の
向
上
に
期
待
。

・
総
務
部
門
は
マ
ニ
ュ
ア
ル
が
未
整
備
で
、
業
務
の
ひ
と
つ
で
あ
る
機
械
・
備
品
の
維
持
管
理
の

た
め
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
は
整
備
さ
れ
て
お
ら
ず
、
ス
タ
ッ
フ
交
代
の
際
に
は
混
乱
が
起
こ
る
可
能
性

が
あ
る
。

・
K

az
EU
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
り
雇
用
し
た
ス
タ
ッ
フ
を
大
学
の
職
員
と
し
て
登
録
済
み
。

各
コ
ー
ス
運
営
能
力
は
改
善
さ
れ

て
き
た
か

・
C

/P
・
専
門
家

・
各
種
報
告
書

・
フ
ェ
ー
ズ

1と
は
異
な
り
、
本
フ
ェ
ー
ズ
は
、
首
都
ア
ス
タ
ナ
に
も
拠
点
を
置
い
て
活
動
が
実

施
さ
れ
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
国
内
の
主
要

2都
市
の
ニ
ー
ズ
に
広
く
対
応
し
つ
つ
あ
り
、

K
JC
の
機
能

は
強
化
さ
れ
つ
つ
あ
る
。

【
ビ
ジ
ネ
ス
】

20
08
年

10
月
ご
ろ
か
ら
の
補
正
予
算
案
件
に
よ
る
膨
大
な
数
の
コ
ー
ス
提
供
で
、

ロ
ー
カ
ル
ス
タ
ッ
フ
は
安
定
し
た
運
営
能
力
を
身
に
付
け
た
。

20
08
年
ま
で
定
員
割
れ
の
講
座
が

見
ら
れ
、
集
客
力
と
収
益
性
の
面
か
ら
課
題
を
抱
え
て
い
た
が
、

20
09
年
に
は
受
講
料
収
入
も
安

定
し
て
お
り
、
引
き
続
き
さ
ま
ざ
ま
な
事
業
改
善
に
よ
る
集
客
率
と
事
業
収
入
の
向
上
を
め
ざ
し

て
い
る
。

【
日
本
語
】
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
等
に
よ
り
、
上
級
ク
ラ
ス
を
除
き
、
ロ
ー
カ
ル
ス
タ
ッ
フ
・
講

師
の
み
で
事
業
実
施
が
ほ
ぼ
可
能
。
安
定
し
た
集
客
率
に
よ
る
財
務
面
で
の
安
定
性
が
あ
る
。

【
相
互
理
解
】
定
型
業
務
を
遂
行
す
る
う
え
で
問
題
は
な
い
が
、
自
ら
戦
略
的
に
企
画
・
立
案
し

た
り
、
戦
略
的
・
効
率
的
に
事
業
を
実
施
す
る
能
力
は
十
分
と
は
い
え
な
い
。
双
方
向
の
情
報
発

信
の
強
化
の
必
要
性
は
継
続
し
て
あ
る
。

・
PD

M
に
沿
っ
た
事
業
運
営
、
進

捗
管
理
の
有
無

・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
体
制

・
C

/P
と
専
門
家
と
の
間
の
意
思

疎
通
、
協
働
状
況
は
改
善
さ
れ
て

い
る
か

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

の
記
録

・
C

/P
、
専
門
家

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

進
捗
報
告
書
等

・
C

/P
、
専
門
家

・
定
例
会
議
開
催
回
数
・
出
席
者
、
機
能
し

た
か

・
JC

C
開
催
回
数
・
頻
度

・
PD

M
に
沿
っ
た
事
業
運
営
、
進
捗
管
理
の

有
無

・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
体
制

・
C

/P
と
専
門
家
と
の
間
の
意
思
疎
通
、
協
働

状
況
は
改
善
さ
れ
て
い
る
か

・
連
絡
事
務
所
と

JI
C

A
本
部
と
の
情
報
共
有

や
意
見
交
換
が
適
切
に
行
わ
れ
て
き
た
か

・
運
営
管
理
体
制
は
定
期
的
に
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
さ
れ
て
き
た
か

・
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
の
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ

（
当
事
者
意
識
）
は
高
い
か

・
セ
ン
タ
ー
ス
タ
ッ
フ
会
議
、
部
門
会
議
に
よ
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
進
捗
管
理
が
な
さ
れ
て
い

た
。

・
C

/P
・
セ
ン
タ
ー
ス
タ
ッ
フ
は
、
事
業
運
営
に
お
い
て

PD
M
を
意
識
し
て
い
な
い
（
イ
ン
タ
ビ
ュ

ー
で
は
、
中
間
評
価
で
初
め
て

PD
M
の
存
在
を
知
っ
た
と
回
答
す
る
者
が
ほ
ぼ
全
員
。
そ
の
後
も

数
値
目
標
に
つ
い
て
は
、
事
業
数
を
除
き
、
特
に
意
識
を
し
て
い
な
い
と
の
こ
と
）
。

・
JI

C
A
ア
ス
タ
ナ
連
絡
所
は
ア
ス
タ
ナ
で
の
活
動
に
さ
ま
ざ
ま
な
協
力
を
行
っ
て
き
て
い
る
。
た

だ
し
、
最
近
は
連
絡
所
業
務
も
多
忙
の
た
め
、
現
体
制
で
は
難
し
く
な
っ
て
き
つ
つ
あ
る
と
の
指

摘
も
あ
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

体
制
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大
項
目

小
項
目

評
価
設
問

必
要
な
デ
ー
タ

（
指
標
）

情
報
源

調
査
結
果

人
員
体
制
（
ロ
ー
カ
ル
ス
タ
ッ
フ

の
管
理
職
割
合
）
の
改
善
は
見
ら

れ
る
か
、
技
術
移
転
が
行
わ
れ
て

い
る
か

・
ロ
ー
カ
ル
ス
タ
ッ
フ
の
な
か
に
管
理
職
が
お
ら
ず
、
組
織
の
意
思
決
定
に
か
か
わ
っ
て
い
な

か
っ
た
た
め
、
ス
タ
ッ
フ
の
技
術
移
転
に
重
き
を
置
か
な
い
傾
向
が
み
ら
れ
て
い
た
が
、
各
部
門

ご
と
に
チ
ー
フ
な
ど
の
実
質
的
な
責
任
者
を
任
命
し
、
ス
タ
ッ
フ
、
研
修
生
な
ど
に
指
示
・
指
導

を
行
っ
て
い
る
。
今
後
経
営
的
な
視
点
で
の
計
画
立
案
・
財
務
管
理
な
ど
、
経
営
戦
略
に
か
か
わ

る
部
分
で
の
運
営
能
力
に
係
る
技
術
移
転
を
進
め
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
を
貢

献
・
阻
害
し
た
要
因
は
あ
る
か
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
へ
の
貢

献
要
因

・
関
係
者
の
意
見
、
実
施
プ
ロ
セ
ス
の
情
報

・
C

/P
、
専
門
家

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

進
捗
報
告
書

・
部
門
間
連
携
の
活
発
化
（
所
属
部
門
を
問
わ
ず
、
ス
タ
ッ
フ
は
緊
密
な
連
携
の
下
、
活
動
を
行

っ
て
い
る
）

・
限
ら
れ
た
人
的
リ
ソ
ー
ス
の
な
か
で
、
他
機
関
と
の
連
携
事
業
（
ビ
ジ
ネ
ス
：

EB
R

D
、
日
本

語
：
カ
ザ
フ
人
文
法
科
大
学
、
相
互
理
解
：
大
使
館
、
日
本
人
会
、
日
系
企
業
）
が
効
果
促
進
に

貢
献
し
て
い
る
。

・
K

JC
が
展
開
す
る
各
部
門
の
活
動
が
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
市
民
の
日
本
理
解
・
関
心
、
親
日
感
を

高
め
、
相
乗
効
果
を
生
み
出
し
て
い
る
。

効
率
性

専
門
家
派
遣
人
数
､
専
門
分
野
・

能
力
、
派
遣
時
期
・
期
間
は
適
切

か

・
派
遣
実
績
、
関
係
者
の
意
見

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

資
料

・
C

/P
、
専
門
家

・
機
材
供
与
実
績
、
機
材
利
用
状
況
、
関
係

者
の
意
見

・
C

/P
、
専
門
家

研
修
員
受
入
人
数
、
研
修
内
容
、

研
修
期
間
、
受
入
時
期
は
適
切
か

・
研
修
員
受
入
実
績
、
関
係
者
の
意
見

・
研
修
員
受
入
実

績
表

・
C

/P
、
専
門
家

・
研
修
員
の
日
本
へ
の
受
入
れ
に
関
し
て
は
、
計
画
ど
お
り
行
わ
れ
、
参
加
者
の
研
修
内
容
に
対

す
る
評
価
は
お
お
む
ね
高
い
。

建
物
・
施
設
の
質
、
規
模
、
利
便

性
は
適
切
か
、
供
与
機
材
の
種
類
、

量
、
設
置
時
期
は
適
切
か

・
建
物
・
施
設
の
現
状
、
関
係
者
の
意
見

・
施
設
・
機
材
配

置
状
況

・
C

/P
、
専
門
家

・
中
間
評
価
時
点
で
指
摘
さ
れ
た
、
パ
ソ
コ
ン
等
の
一
部
機
材
は
更
新
さ
れ
、
適
切
に
使
用
さ
れ

て
い
る
。

カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
予
算
は
適
切
な
規
模
か
、
計
画

ど
お
り
投
入
さ
れ
て
い
る
か

・
相
手
側
コ
ス
ト
負
担
実
績
、
関
係
者
の
意

見 ・
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ

・
コ
ス
ト
負
担
実

績
デ
ー
タ

・
C

/P
、
専
門
家

・
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
か
ら
の
投
入
に
つ
い
て
は
、

R
/D
に
約
束
さ
れ
た
と
お
り
行
わ
れ
て
お
り
、

C
/P
の
配
置
や
設
備
の
提
供
、
光
熱
水
道
費
の
負
担
な
ど
は

K
az

EU
に
よ
り
問
題
な
く
行
わ
れ
て
い

る
。

・
相
互
理
解
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
費
用
。

1件
当
た
り
の
参
加
者
数
は
多
い
（

14
7名
と
中
央
ア
ジ
ア

や
ウ
ク
ラ
イ
ナ
と
比
較
し
て
最
も
多
い
）
。

【
ビ
ジ
ネ
ス
】
ビ
ジ
ネ
ス
プ
ロ
グ
ラ
ム
運
営
専
門
家
の
契
約
形
態
の
変
更
に
よ
り
、
講
師
を
公
募

し
、
変
化
す
る
受
講
生
の
ニ
ー
ズ
に
柔
軟
に
対
応
し
た
コ
ー
ス
運
営
が
可
能
と
な
っ
た
。

【
相
互
理
解
】
第

1次
調
査
の
日
本
人
関
係
者
（
大
使
館
、
日
系
企
業
他
）
と
の
面
談
で
は
、
人

的
リ
ソ
ー
ス
は
限
ら
れ
て
い
る
も
の
の
、

K
JC
の
大
規
模
行
事
（
文
化
デ
ー
）
は
知
名
度
が
極
め

て
高
く
、
大
使
館
、
日
系
企
業
、

K
JC
、
日
本
人
会
が
協
力
の
う
え
、
お
そ
ら
く
中
央
ア
ジ
ア
最

大
規
模
の
事
業
を
実
施
し
て
い
る
こ
と
へ
の
評
価
が
高
い
。

そ
の
他
の
要
因
は
あ
る
か

（
ex

.P
D

M
等
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管

理
）

・
概
し
て
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
は
雇
用
の
流
動
性
が
高
い
た
め
（

20
03
年
時
点
の
ス
タ
ッ
フ
の
う
ち
、

継
続
し
て
い
る
ス
タ
ッ
フ
は

1名
の
み
）
他
セ
ン
タ
ー
と
比
較
し
て
、
離
職
率
が
高
い
時
期
も

あ
っ
た
が
、
定
着
率
は
安
定
し
て
き
て
お
り
、

K
JC
の
仕
事
の
意
義
、
職
場
環
境
に
満
足
し
、
継

続
し
て
勤
務
し
た
い
と
の
声
も
多
い
。
現
地
ス
タ
ッ
フ
に
企
画
・
運
営
の
ノ
ウ
ハ
ウ
が
蓄
積
さ
れ

て
い
く
こ
と
を
期
待
。

・
日
本
側
か
ら
の
投
入
は
、
こ
れ
ま
で
ほ
ぼ
計
画
ど
お
り
に
行
わ
れ
て
い
る
。
量
的
に
も
質
的
に

も
必
要
十
分
な
資
機
材
が
提
供
さ
れ
、
長
期
専
門
家
、
短
期
専
門
家
と
も
お
お
む
ね
予
定
ど
お
り

に
派
遣
さ
れ
て
い
る
、
と
の
報
告
あ
り
。

・
大
規
模
な
相
互
理
解
事
業
は
現
地
人
材
不
足
の
な
か
、
現
地
ス
タ
ッ
フ
が
総
出
で
協
力
し
て
実

施
し
て
い
る
例
が
多
い
。

・
ア
ス
タ
ナ
に
お
け
る
事
業
展
開
で
は
、
日
本
側
か
ら
の
投
入
は
長
期
専
門
家

1名
、
必
要
最
小

限
の
設
備
と
い
う
限
ら
れ
た
投
入
の
な
か
、
ロ
ー
カ
ル
ス
タ
ッ
フ
や
在
ア
ス
タ
ナ

K
az

EU
姉
妹

校
、
カ
ザ
フ
人
文
法
科
大
学
な
ど
を
有
効
に
活
用
し
て
効
率
的
な
事
業
運
営
が
行
わ
れ
て
い
る
。

達
成
さ
れ
た
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
か

ら
み
て
、
投
入
の
質
・
量
・
タ

イ
ミ
ン
グ
は
適
切
か

効
率
性
に
貢
献
・
阻
害
し
た
要

因
は
あ
る
か

・
C

/P
、
専
門
家
の
意
見

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

進
捗
報
告
書
等

・
C

/P
、
専
門
家
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大
項
目

小
項
目

評
価
設
問

必
要
な
デ
ー
タ

（
指
標
）

情
報
源

調
査
結
果

・
C

/P
、
民
間
企

業
、
専
門
家

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
の
財
政
面
を
中
心
と
し
た
自
立
発
展
性
が
確
保
で
き
る
か
ど
う
か
が
、

上
位
目
標
達
成
の
鍵
。

・
K

az
EU
が

K
JC
を
自
立
的
に
運
営
し
て
い
く
た
め
に
は
、
引
き
続
き
不
確
実
な
部
分
も
あ
り
、

財
政
的
・
組
織
的
に
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
を
だ
れ
が
ど
う
行
っ
て
い
く
か
引
き
続
き
関
係
者
間
で
の

協
議
が
必
要
。

そ
の
他
の
波
及
効
果
は
あ
る
か
そ
の
他
の
影
響
（
正
負
）
は
あ
る

の
か

・
関
係
者
の
意
見

・
民
間
企
業
、
政

府
機
関
、

C
/P
、

専
門
家

上
位
目
標
の
達
成
度
合
い
は
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
の
経
済
状
況
や
日
本
企
業
の
事
業
展
開
に
大
き
く

影
響
さ
れ
る
と
思
わ
れ
る
。

組
織
的
自
立
発
展
性
セ
ン
タ
ー
運

営
能
力

・
運
営
管
理
ス
タ
ッ
フ
の
配
置
と
能
力
、
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
体
制
の
定
着
状
況

･
ス
タ
ッ
フ
配
置

と
能
力

･
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

体
制

・
C

/P
、
専
門
家

・
K

az
EU
か
ら
派
遣
さ
れ
て
い
る
職
員
の
う
ち
、
経
理
担
当
の

1名
が
セ
ン
タ
ー
運
営
に
携
わ
っ

て
い
る
。

20
09
年

4月
よ
り
勤
務
を
開
始
し
、
会
計
処
理
能
力
は
十
分
あ
り
、
定
型
業
務
を
遂
行

す
る
能
力
は
十
分
で
あ
る
。
今
後
、
事
業
収
入
の
使
途
や
、
経
営
戦
略
立
案
の
た
め
の
財
務
分
析

を
行
う
能
力
の
向
上
に
期
待
。

・
こ
れ
ま
で
ロ
ー
カ
ル
ス
タ
ッ
フ
に
は
、
管
理
職
は
い
な
か
っ
た
が
、
各
部
門
ご
と
に
チ
ー
フ
な

ど
の
実
質
的
な
責
任
者
を
任
命
し
、
事
業
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
意
識
を
も
た
せ
る
よ
う
に
整
備
し

た
。

・
総
務
部
門
は
マ
ニ
ュ
ア
ル
が
未
整
備
。
例
え
ば
業
務
の
ひ
と
つ
で
あ
る
機
械
・
備
品
の
維
持
管

理
の
た
め
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
は
整
備
さ
れ
て
お
ら
ず
、
ス
タ
ッ
フ
交
代
の
際
に
は
混
乱
が
起
こ
る
可

能
性
あ
り
。

財
務
的
自
立
発
展
性

（
収
支
状
況
、

JI
C

A
協
力
終
了
後
、

K
JC
は
各
種
コ
ー
ス
実
施
に
必
要

な
予
算
を
確
保
で
き
る
か
）

・
K

JC
の
財
政
状
況
、
関
係
者
の
意
見

・
C

/P
、
専
門
家
・
技
術
面
で
は
、

20
07
年
ま
で
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
契
約
雇
用
者
の
離
職
率
が
高
く
、
効
率
性
を
阻

害
し
て
い
た
。

20
09
年
度
前
半
に
配
置
さ
れ
た
各
部
門
の
チ
ー
フ
を
通
じ
、
主
に

O
JT
に
よ
る
技

術
移
転
を
行
っ
て
い
る
。

【
ビ
ジ
ネ
ス
】
経
済
危
機
の
影
響
で
、
定
員
割
れ
の
講
座
も
あ
り
、
収
益
面
で
の
影
響
が
懸
念
さ

れ
て
い
た
が
、
過
去

1年
ほ
ど
で
さ
ま
ざ
ま
な
コ
ー
ス
が
提
供
さ
れ
、
収
入
も
増
加
し
て
い
る
。

【
日
本
語
】
安
定
し
た
集
客
率
で
、
財
務
的
な
自
立
発
展
性
は
高
い
。

【
相
互
理
解
】
大
使
館
と
の
文
化
デ
ー
な
ど
、
外
部
で
の
大
規
模
な
一
般
広
報
事
業
は
、
多
大
な

資
金
や
人
材
コ
ス
ト
が
か
か
り
、

97
％
の
費
用
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
経
費
を
充
当
。

人
材
面
で
の
自
立
発
展
性
〔
人
員

体
制
（
公
務
員
化
等
）
〕
の
改
善

は
見
ら
れ
る
か

・
自
主
財
源
の
記
録
、
関
係
者
の
意
見

・
C

/P
、
専
門
家
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
採
用
し
た
ス
タ
ッ
フ
を
、

K
az

EU
の
正
規
職
員
と
し
て
登
録
済
み
。

技
術
的
自
立
発
展
性
（
各
コ
ー
ス

の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
や
内
容
を
必
要

に
応
じ
て
開
発
・
改
訂
す
る
能
力

が
備
わ
っ
て
い
る
か
）

・
専
門
家
に
よ
る
評
価
結
果
、

C
/P
に
よ
る
自

己
評
価

・
C

/P
、
専
門
家
【
日
本
語
】
比
較
的
運
営
能
力
が
高
い
。
教
授
能
力
は
上
級
ク
ラ
ス
を
除
き
、
カ
ザ
フ
人
現
地
講

師
に
よ
る
指
導
が
可
能
。
現
地
講
師
自
ら
の
教
師
養
成
の
技
術
は
十
分
で
は
な
い
。
安
定
し
た
集

客
率
に
よ
る
財
務
面
で
の
安
定
性
が
あ
る
。

機
材
の
維
持
管
理
は
適
切
に
行
わ

れ
る
見
通
し
が
あ
る
か

・
関
係
者
の
意
見

自
立
発
展
性
に
影
響
を
与
え
た

貢
献
･
阻
害
要
因
は
何
か

・
関
係
者
の
意
見

イ
ン
パ

ク
ト

事
業
を
継
続
す
る
だ
け
の
能
力

が
K

JC
に
備
わ
っ
て
い
る
か

移
転
さ
れ
た
技
術
は
定
着
し
て

い
く
か

自
立
発

展
性

上
位
目
標
の
達
成
見
込
み
は
あ

る
か

・
両
国
政
府
関
係
者
の
意
見
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